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令和４年度当初予算案のポイント
〜「確かな暮らし」を守り、誰もが活躍できる活⼒あふれる信州へ〜

令和４年（2022年）２月９日
長野県 総務部 財政課 企画係
(課長)矢後 雅司 (担当)酒井 裕司

電 話：026-235-7039（直通）
電話： 026-232-0111（内線2053）
F A X：026-235-7475
E-mail zaisei@pref.nagano.lg.jp

《予算規模（一般会計）》

＜予算編成の考え方＞
令和４年度当初予算により、最終年度を迎える「しあわせ信州創造プラン2.0」の総

仕上げを図るとともに、コロナ禍や自然災害等により基盤が揺らいでいる「確かな暮ら
し」を守る施策、脱炭素社会の構築など中⻑期的な課題に挑戦する施策など、次に掲げ
る６つの重点テーマを推進するため、令和３年度１⽉補正予算と一体的に編成
【重点テーマ】
１ 新型コロナから県⺠の命を守り、暮らしと産業を支える

新たな変異株や次なる感染の波に備えるため、ワクチン接種体制の整備や療養・検
査体制の確保を進めるとともに、暮らしの支援の充実、県内経済の下支え、雇用の確
保等に取り組む

２ 災害に強い県づくり
度重なる災害からの復旧・復興を着実に進めるとともに、災害の教訓を活かした防

災・減災対策や「逃げ遅れゼロ」等の推進により県⺠の安全・安心な暮らしを守る
３ 産業・暮らしのコロナ禍からの復興

地方回帰やデジタル化の動きを捉え、信州回帰プロジェクトや⻑野県ＤＸ戦略を推
進するほか、企業等の積極的な事業展開への支援や海外等との未来志向の交流を充実
し、人と企業に選ばれ、活⼒ある信州を実現

４ 脱炭素社会の構築
多様な主体の⼒の結集により⻑野県ゼロカーボン戦略の目標を達成するため、地球

温暖化対策条例を改正するとともに、交通、建物、再生可能エネルギー等の各重点分
野の支援策を拡充し、脱炭素・地球温暖化対策を本格化

５ 誰一人取り残さない公正な社会づくり
全ての県⺠が明日への希望を持ち、安心して暮らすことができるよう、誰もがお互

いの違いを認め合う共生社会の実現や、犯罪被害者等を支援する体制の整備、若者・
子育て世代の希望を実現できる環境づくり、看護職員をはじめとする現場で働く方々
の処遇改善等を推進

６ 誰もが主体的に学び続けられる社会づくり
子どもから大人まで全ての県⺠が主体的に学び、個々の持つ能⼒を社会の中で発揮

できるよう、創造⼒を育むための学びの環境や、時代に適応する能⼒を⾝に付けられ
るリカレント教育・リスキリングを充実

【しあわせ信州創造プラン2.0の着実な推進】
プラン2.0に掲げた政策の進捗状況を踏まえ、目標達成に向けて取組を着実に推進

協議資料１－１

うち新型コロナ対応分 2,192億4,531万3千円（Ｒ3当初比 +562億9,352万6千円、+34.5％）

令和４年度当初予算案 1兆848億9,672万4千円（R３当初比 +425億6,604万9千円、+4.1％）

【参考】令和３年度１⽉補正予算 885億5,932万5千円
令和３年度１⽉補正予算を加えた「15か⽉予算」の総額 1兆1,734億5,604万9千円



（単位：億円、％）

増減額 増減率

県税 2,445 2,167 278 12.8

地方消費税清算金 1,005 981 24 2.4

地方譲与税 392 265 127 48.0

地方特例交付金 13 14 ▲ 1 ▲ 5.2

地方交付税 2,061 2,070 ▲ 9 ▲ 0.4

国庫支出金 1,603 1,430 173 12.0 コロナ検査・医療提供体制整備分＋215

繰入金 214 232 ▲ 18 ▲ 7.7 財政調整のための基金繰入127→123

県債 805 1,247 ▲ 442 ▲ 35.4

通常債 649 656 ▲ 7 ▲ 1.1

臨時財政対策債 156 591 ▲ 435 ▲ 73.6

その他 2,310 2,017 293 14.5 中小企業融資制度資金返還金等 ＋307

10,849 10,423 426 4.1

人件費 2,464 2,483 ▲ 19 ▲ 0.8

扶助費 162 161 1 1.1

公債費 1,209 1,220 ▲ 11 ▲ 0.9

社会保障関係費 1,073 1,044 29 2.9

投資的経費 1,535 1,621 ▲ 86 ▲ 5.3

補助・直轄 1,088 1,062 26 2.5

単独 339 364 ▲ 25 ▲ 6.9 公共施設耐震化▲19

災害復旧 108 195 ▲ 87 ▲ 44.6 令和元年東日本台風災害対応分▲101

県税交付金等 1,058 1,069 ▲ 11 ▲ 1.0

その他行政費 3,347 2,827 520 18.4
中小企業融資制度資金＋304、
コロナ検査・医療提供体制整備＋221

10,849 10,423 426 4.1 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

うち【通常分】（新型コロナウイルス感染症対応、令和元年東日本台風災害対応分　以外）

増減額 増減率

人件費等義務的経費 4,901 4,903 ▲ 2 ▲ 0.1

投資的経費 1,437 1,432 5 0.4

補助・直轄 1,000 992 8 0.7

単独 336 352 ▲ 16 ▲ 4.4 公共施設耐震化▲19

災害復旧 101 88 13 15.7 R２.７月・R３.８月豪雨災害関連+16

その他 2,220 2,269 ▲ 49 ▲ 2.2 県税還付金▲31

8,559 8,604 ▲ 45 ▲ 0.5

うち【新型コロナウイルス感染症対応分】（検査・医療提供体制の確保や県内経済の再生、雇用対策の強化、暮らしの下支えなどに取り組む予算額）

増減額 増減率

人件費・扶助費 7 5 2 57.8

補助・直轄、単独 1 3 ▲ 2 ▲ 86.9

その他行政費 2,185 1,621 564 34.7

2,192 1,630 563 34.5

うち【令和元年東日本台風災害対応分】

増減額 増減率

投資的経費 97 185 ▲ 88 ▲ 47.6

補助・直轄・単独 91 78 13 15.8

災害復旧 6 107 ▲ 101 ▲ 94.0

その他 0 5 ▲ 5 ▲ 92.1

98 190 ▲ 92 ▲ 48.7

※単位未満四捨五入により合計と内訳が一致しない箇所があります。
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《実質的な一般財源の見通し》

《歳出の構造》

※単位未満四捨五入により合計と内訳が一致しない箇所があります。

  製造業を中心とした企業業績の改善により、法人関係税や特別法人事業譲与税が増加する一方、
臨時財政対策債が国の地方財政対策により大きく減少することから、県の施策に活用できる実質的な
一般財源は、令和３年度当初予算とほぼ同水準となる見込みです。

　令和元年東日本台風災害からの復旧・復興が進捗したことから、投資的経費が減少した一方、
新型コロナウイルス感染症に対応するための経費が増加したことなどから、令和３年度当初予算と
比べ426億円の増となっています。

１兆423億円

1兆849億円

うち【通常分】（新型コロナウイルス感染症対応、令和元年東日本台風災害対応分　以外）

8,604億円

8,559億円
〈▲45億円 ▲0.5%〉

その他の経費

令和３年度
当初予算

令和４年度
当初予算
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義務的経費

〈＋426億円 ＋4.1%〉
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物件費等

社会保障
関係費

扶助費

161
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1,621

1,209
〈▲11〉

2,464
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162
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（単位：億円、％）

増減額 増減率

県税 2,445 2,167 278 12.8 法人関係税＋246

地方消費税清算金 1,005 981 24 2.4

地方譲与税 392 265 127 48.0 特別法人事業譲与税＋128

地方特例交付金 13 14 ▲ 1 ▲ 5.2

地方交付税 2,061 2,070 ▲ 9 ▲ 0.4

臨時財政対策債 156 591 ▲ 435 ▲ 73.6

計 （A） 6,073 6,088 ▲ 15 ▲ 0.3

歳
出

県税交付金等 （B） 1,058 1,069 ▲ 11 ▲ 1.0

実質的な一般財源（A-B) 5,015 5,020 ▲ 5 ▲ 0.1

　  ※ 県税交付金等：地方消費税清算金、地方消費税等市町村交付金、県税還付金
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《社会資本の整備》　～投資的経費の状況～

（注）単位未満四捨五入により合計と内訳が一致しない箇所があります。

◇　「令和３年度１月補正予算（511億円）」と一体的に推進

　　　　　

　災害からの復旧、防災・減災対策を強力に推進するとともに、リニア関連道路など幹線道路網の
整備、農林業の生産基盤強化、県立学校の学習環境改善、中長期修繕・改修計画に基づく老朽
施設の長寿命化対策などを着実に進めます。

　国の「国土強靱化５か年加速化対策」を活用した減災・防災対策を集中的に進めるほか、県単独
で実施する以下の取組を拡充します。

　（令和４年度当初予算＋令和３年度１月補正予算）

　　・特別支援学校スクールバス整備   　 　  1.3億円 （「R3当初・R2.2月補正」比 ＋ 1.1億円）

　　・県立高校、特別支援学校の学習環境整備
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　 　　　  19.5億円 （「R3当初・R2.2月補正」比 ＋ 8.0億円）

　　・県庁舎等省エネ改修、災害拠点施設浸水対策、中長期修繕・改修
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　50.0億円 （「R3当初・R2.2月補正」比 ＋13.6億円）

計

公共事業（補助・県単独・直轄・災害復旧） 施設整備等

令和４年度
当初予算
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1,621億円
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福祉施設、病院、県立学校、
警察署、公共施設耐震対策、

268億円
〈▲28億円 ▲9.5%〉

東日本台風災害

対応分 97億円

公共施設
耐震化

2

10

296億円1,324億円

175

〈▲86億円 ▲5.3%〉
1,267億円

〈▲57億円 ▲4.3%〉

97

1,149

1,170

265

266

21
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中 期 財 政 試 算

令和４年度当初予算案を基礎として、令和８年度までの中期的な県財政の状況について試算しました。

（単位：億円）

R3 R4 R5 R6 R7 R8 試算の考え方

県　税 2,402 2,445 2,472 2,508 2,542 2,565

地方交付税等 3,726 3,471 3,464 3,457 3,446 3,440

県　債 1,329 805 1,066 1,098 1,138 868

臨時財政対策債等 429 156 156 156 156 156

通常債 900 649 910 942 982 712 投資的経費に連動

その他 4,955 4,005 3,520 3,279 3,028 2,560

(1,828) (2,011) (2,041) (2,036) (1,813)

歳入合計　Ａ 12,412 10,726 10,522 10,342 10,154 9,433

(8,549) (9,013) (9,104) (9,162) (8,686)

義務費 4,043 3,835 3,796 3,808 3,809 3,790

人件費 2,484 2,464 2,416 2,379 2,333 2,305 給与・退職手当等の所要額を推計

扶助費 172 162 161 162 163 163 実績等を勘案して推計

公債費 1,387 1,209 1,219 1,267 1,313 1,322
過去の借入分は償還計画により算定、今後の借入分
は発行見込額により推計

投資的経費 2,246 1,535 1,989 2,047 2,088 1,590

補助・直轄 1,542 1,089 1,528 1,577 1,568 1,080 国５か年加速化対策活用分等を勘案して推計

単独 432 338 398 407 457 447 県有施設の改修等を勘案して推計

災害復旧 272 108 63 63 63 63 台風災害対応の進捗等を勘案して推計

1,046 1,073 1,103 1,128 1,152 1,179 実績の推移等を参考に試算

1,104 1,058 1,072 1,092 1,108 1,120 税収に連動

3,997 3,348 2,683 2,404 2,159 1,917

(1,163) (1,175) (1,167) (1,168) (1,171)

歳出合計　Ｂ 12,436 10,849 10,643 10,479 10,316 9,596

(8,657) (9,134) (9,241) (9,324) (8,849)

▲ 24 ▲ 123 ▲ 121 ▲ 137 ▲ 162 ▲ 163

40 40 40 40 40
業務改善や実施方法の見直しによる経費節減、契約
差金等の不用額の不執行の徹底など

▲ 24 ▲ 83 ▲ 81 ▲ 97 ▲ 122 ▲ 123

基金残高 536 453 372 275 153 30

当該年度における
効率的な予算執行　Ｄ

　　　　　　　　Ｃ+Ｄ

主要税目、地方交付税等について、税制改正の影響
を反映させるとともに、「中長期の経済財政に関する試
算（R4.1内閣府）」の名目成長率等を参考に推計

社会保障関係費

県税交付金等

（新型コロナ対応経費除き）

（新型コロナ対応経費除き）

（新型コロナ対応経費除き）

（新型コロナ対応経費除き）

新型コロナウイルス感染症対応、国５か年加速化対策
活用分等を勘案して推計

新型コロナウイルス感染症対応等を勘案して推計
その他行政費

　　　　　　　　　Ｃ＝Ａ-Ｂ差引

財源不足額



  《R５年度以降の試算の考え方》

・

・

・

　《県債残高の見通し》

　《健全化判断比率の見通し》

10.0 10.1

県税・地方交付税等は、税制改正の影響を反映させるとともに、経済成長率等を参考に推計

人件費、公債費は所要額を計上、社会保障関係費は実績の推移を参考に推計

国の５か年加速化対策の活用や新型コロナウイルス感染症対応等の特殊要因を勘案して推計

　なお、10年前の平成23年度と比べると、県債残高全体は、臨時財政対策債の増加により高い水準にありますが、
通常債は低い水準にあります。

180程度  早期健全化基準 400%

 財政再生基準　　  35%
 早期健全化基準   25%

　建設事業の財源である通常債は、国の５か年加速化対策を積極的に活用し、防災・減災対策を集中的に推進
することから増加するものの、５か年加速化対策活用分を除いた通常債の県債残高は、減少していく見通しです。

　また、臨時財政対策債は、国の地方財政対策により、令和３年度は多額の発行を余儀なくされるものの、令和４
年度は抑制される見込みのため、県債残高全体は減少する見通しです。

　後年度に交付税措置のある県債を最大限活用することから、実質公債費比率及び将来負担比率は健全な水準
を維持する見通しです。

区　　　分 Ｒ1決算 R2決算 R３見込み R４見込み 財政健全化法に基づく基準

実質公債費比率 10.0 9.8

将来負担比率 170.6 173.1 175程度

・メリット① 交付税措置が多くなるため、最終的な県負担が少ない
・メリット② 充当割合が高いため、当該年度の所要一般財源負担が少ない

【事業イメージ】

通常の事業 5

国５か年加速化
対策活用分

通常の地方債45

防災・減災・国土強靭化
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11,510
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通常債
（５か年加速化
対策活用分除き）

（普通会計）

16,197
（+433)

16,486
(+288)

16,392
(△33)
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長 野 県 総 務 部 財 政 課
住　所　〒380-8570　

　　　　　長野市大字南長野字幅下692-2

電　話　０２６－２３５－７０３９（直通）

　　　　０２６－２３２－０１１１（内線2053）

F A X 　０２６－２３５－７４７５

E-mail　zaisei@pref.nagano.lg.jp

－長野県ホームページでは次の資料を掲載しています－

事業改善シート

当初予算に寄せられたご意見・ご提言に対する見解及び対応

予算要求概要公表以後、令和４年１月14日までに寄せられたご意見等と
それらに対する見解及び対応をまとめました。

長野県事業点検制度に基づく事業改善シートをご覧いただくことができます。

　　https://www.pref.nagano.lg.jp/zaisei/kensei/soshiki/yosan/ｒ04/documents/r04iken.pdf

　　https://www.pref.nagano.lg.jp/zaisei/kensei/soshiki/yosan/r04/gaiyou.html



《新年度予算の視点》≪重点テーマ≫

ワクチン接種の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1 交通分野での取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・14

療養・検査体制の確保・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1 建物分野での取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・14

県内経済の下支え・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・2 産業分野での取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・15

雇用の確保と暮らしの支援・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・3 再生可能エネルギー分野での取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・16

吸収・適応分野での取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・16

学び・⾏動の取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・17

暮らしの再建と被災施設の復旧・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4

防災・減災、県土強靱化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4 ５ 誰一人取り残さない公正な社会づくり
治水対策の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5 多様性を尊重する共生社会づくり・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・19

逃げ遅れゼロ、避難所の環境改善・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5 犯罪被害者等への支援・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・20

火山防災対策の充実・強化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・6 若者・⼦育て世代の希望実現・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・20

看護職員等の処遇改善・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・21

困難を抱える方への支援・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・22

「信州回帰プロジェクト」の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・7

⻑野県DX戦略の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・8 ６ 誰もが主体的に学び続けられる社会づくり
産業の競争⼒強化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・11 学びを支える環境の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・23

海外等との未来志向の交流・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・13 リカレント教育・リスキリングの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・25

26≪しあわせ信州創造プラン2.0の着実な推進≫・・・・・・・・・・・・

４ 脱炭素社会の構築

２ 災害に強い県づくり

３ 産業・暮らしのコロナ禍からの復興

令和４年度当初予算案における主要施策

１ 新型コロナから県⺠の命を守り、暮らしと産業を⽀える

令和４年（2022年） ２月９日

総務部 財政課 企画係

(課長)矢後 雅司 (担当)酒井 裕司
電話：026-235-7039（直通）
電話：026-232-0111（内線2053）

FAX：026-235-7475
E-mail zaisei@pref.nagano.ｌg.jp

・主要施策には令和３年度１月補正予算を含む
・令和３年度１月補正予算を含む金額には「※」を記載
・（ ）の金額は令和３年度当初予算額
・部局名の後ろの数字は、資料1-3の主要事業一覧の番号
（事業費の一部の場合もあり）

協議資料１－２



１ 新型コロナから県民の命を守り、暮らしと産業を支える

ワクチン接種体制の整備 40億7134万円※ ⇒健康福祉部１

・新たな変異株への対応や発症の予防、重症化リスクの軽減のため、県が運営する接種会場を10か所に設置し、
市町村と協力してワクチン接種を推進

・ワクチン接種を促進するため、個別接種に協力する医療機関に協力金を支給するほか、接種後の副反応等に適切
に対応できる専門的な医療機関を円滑に受診できる体制を整備

ワクチン接種の推進

◆新たな変異株への対応や社会経済活動の再開に向け、ワクチン接種を加速

1

 新たな変異株や次なる感染の波に備えるため、ワクチン接種体制の整備や療養・
検査体制の確保を進めるとともに、暮らしの支援の充実、県内経済の下支え、雇
用の確保等に取り組む

療養体制の確保 326億9651万9千円（144億3155万1千円）⇒健康福祉部１

・感染症患者の受入体制を確保するため、患者受入医療機関に病床確保料を補助するとともに、軽症者等が療養す
る宿泊療養施設や自宅療養者の健康観察体制を整備

・自宅に帰宅できない医療従事者の宿泊施設利用に必要な経費を助成

検査体制の確保 55億5602万6千円（17億5996万7千円）⇒健康福祉部１

・感染拡大時に不安を抱える無症状者に対する検査を無料で実施
・感染症法に基づく行政検査実施のほか、変異株早期発見のため、スクリーニング検査・ゲノム解析の体制を強化
・検査に必要な診察と検体採取を集中的に行う「外来・検査センター」を設置・運営（13か所）
・「受診・相談コールセンター」を設置し、夜間休日を含め24時間体制で適切な受診案内を実施

療養・検査体制の確保

◆県⺠の命と健康を守るため、適切に療養ができ、検査を受けられる体制を確保



2

県内経済の下支え

中小事業者等への資金繰り支援 1981億9017万3千円（1677億5864万4千円）⇒産業労働部11

(新)・返済負担の軽減を図るため、県中小企業融資制度以外の信用保証付融資の既往債務分も借換対象とする支援
メニュー（伴走支援型）を経営健全化支援資金に追加するとともに、融資枠を拡充（R3：200億円⇒R4：300億円）

・最優遇金利（年0.8％）の経営健全化支援資金（新型コロナウイルス対策）を継続（融資枠200億円）

中小企業の経営基盤の強化 2億1285万円（10億8000万円）⇒産業労働部14

・コロナ禍で厳しい経営状況に置かれている中小企業の事業再構築等を支援するため、国の中小企業等事業再構築

促進事業（回復・再生応援枠、最低賃金枠、通常枠）、中小企業生産性革命推進事業（回復型賃上げ・雇用拡大

枠）に県独自の上乗せ補助を実施

飲食事業者等への支援 16億5147万7千円※ ⇒産業労働部30

・感染防止を図るため、「信州の安心なお店」認証店へ資器材を無償配布するとともに、認証の更新等を促進
・飲食店等で利用できる「信州プレミアム食事券」を追加発行し、利用期間を令和４年７月まで延長、県産品ＥＣ
サイト送料無料キャンペーン応援事業（第２弾）により、切れ目なく消費喚起策を実施

観光事業者への支援 309億4970万円※ ⇒観光部

・県内の観光関連産業を支援するため、旅行代金の割引等を行う信州割ＳＰＥＣＩＡＬや長野県版ＧｏＴｏトラベ
ル事業を実施し、県内外からの観光需要を喚起

・スキー場の誘客を促進するため、スキーリフト券の割引販売期間を春スキーシーズンまで延長するとともに、土
日祝日の利用を割引対象に追加

交通事業者への支援 8億1750万9千円※ ⇒企画振興部

・コロナ禍で厳しい経営環境にあるバス・タクシー事業者や地域鉄道事業者の運行継続に要する経費を助成
・コロナ禍で減少した需要回復のため、公共交通の安全性と積極的な利用を呼び掛けるとともに、松本空港を発着
する各路線のＰＲを実施

◆コロナ禍で経営環境が厳しい事業者を支援するため、中⼩事業者等の資⾦繰りや事業再構築等を支
援するほか、「信州プレミアム⾷事券」の追加発⾏や⻑野県版ＧｏＴｏトラベル事業等による需要
喚起策、鉄道・バス・タクシーの運⾏継続に必要な経費への助成等を実施
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雇用の確保と暮らしの支援

雇用の確保 2億1672万7千円（2億2974万1千円）⇒県民文化部15、健康福祉部24、産業労働部22・23

・失業者の再就職支援や、介護・農業・林業など人手不足分野における雇用のミスマッチを解消するため、引き続き

緊急就業支援デスク(Ｊｏｂサポ)を設置し、求人開拓やマッチング支援を実施

(新)・就労による早期の自立を促進するため、経済的理由により就職活動を行うことが困難な者に対し、就職活動に必要

な経費を助成

・コロナ禍で生活上の困難に直面しているひとり親家庭に、職業能力開発に係る受講費や訓練期間中の生活費を支援

・女性就業支援員による相談対応からインターンシップまでワンストップでの就労支援のほか、就職に困難を抱える

子育て期の女性や障がい者等に職業紹介等を実施

暮らしの支援 8億8078万円※（2億3859万3千円）⇒県民文化部9・13、健康福祉部24・25

・生活困窮からの早期の立て直しを図るため、緊急小口資金等の特例貸付、生活困窮者自立支援金の支給を実施

(新)・緊急小口資金等特例貸付の借入者のうち、国の償還免除要件に該当しない者を対象に、県独自に償還金の一部を

補助

(新)・家計改善により生活の安定を図るため、より安価な家賃の住居への住み替え費用の一部を助成

・生活困窮からの立ち直りを支援する県生活就労支援センター「まいさぽ」の相談体制の拡充を継続（相談員25人）

・不安・困難を抱える女性への支援を強化するため、相談対応を行う「信州こどもカフェ」を拡充

・家庭機能を補完する子どもの居場所「信州こどもカフェ」の普及拡大を推進するため、開催回数に合わせ運営費

支援を拡充するほか、開催回数の増加等に向けた研修会を実施

◆⻑期化するコロナ禍で、⽇々の暮らしや就労に困難を抱えている失業者やひとり親家庭等に寄り
添った支援を展開するとともに、雇用のミスマッチの解消や⼈⼿不⾜分野等への労働移動を促進



２ 災害に強い県づくり
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 度重なる災害からの復旧・復興を着実に進めるとともに、災害の教訓を活かした防
災・減災対策や「逃げ遅れゼロ」等の推進により県⺠の安全・安⼼な暮らしを守る

暮らしの再建と被災施設の復旧

令和元年東日本台風災害からの復旧・復興 97億5564万9千円（190億465万4千円）⇒危機管理部、林務部13・14、建設部25・27・28

・河川・砂防・治山施設等の復旧を進めるほか、応急仮設住宅を提供

令和３年８月・９月の大雨災害からの復旧・復興 43億2423万円※ ⇒危機管理部、企画振興部、農政部、林務部13・15、建設部25・26・27・28

・河川や林道等の復旧、砂防・治山施設等の設置により、再度災害防止対策を強化
(新)・大雨災害により一部不通となっているアルピコ交通上高地線の早期復旧を図るため、橋梁復旧費用を助成

◆令和元年東⽇本台風災害や令和３年８⽉・９⽉の⼤⾬災害の被災者に寄り添った支援を市町村と連
携して実施するとともに、ビルド・バック・ベターの観点を持ちつつ、早期の復旧・復興を実現

防災・減災、県土強靱化

防災・減災対策 962億2049万4千円※（542億8288万6千円）⇒農政部7・8・9、林務部12・13・14・15、建設部25・26・28

・道路等の老朽化対策、災害時における道路の迂回機能の強化、治山施設の整備、ため池の耐震化等を実施
・森林整備と施設整備を一体的に施工し、保水機能の向上を図るとともに、砂防事業と連携した流域治水対策を実施

通学路緊急交通安全対策、交通安全教育の強化 30億6903万4千円※（12億8670万9千円）⇒県民文化部6、建設部9、警察本部2

・児童生徒の交通安全を確保するため、緊急合同点検結果に基づく歩道整備や交差点の改良等を実施

・自転車の安全な利用に関する広報・啓発や高齢ドライバーの運転能力低下に対する気づきを促す講師の養成を行う

とともに、歩行者事故防止のための横断歩道ルール・マナーアップ行動を県民に普及

◆道路等の⽼朽化対策や流域治⽔対策、治⼭施設の整備、ため池の耐震化等、国の５か年加速化対策
を活用した防災・減災対策（１⽉補正予算︓382億円計上）、通学路の交通安全対策等を推進
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治⽔対策の推進

河川整備の取組 297億579万5千円※（247億751万8千円）⇒建設部1・3・25・27・28

・水害を防止するため、護岸整備や堤防強化等のハード整備による治水対策を計画的に推進
・県単独の緊急浚渫推進事業を昨年度と同規模（20億円）実施、５か年加速化対策により河川等の浚渫を推進

流域における雨水貯留等の取組 81億4465万3千円※（83億3376万9千円）⇒農政部7、林務部13、建設部1・26

・県有施設における雨水貯留浸透施設・雨水貯留タンクの設置や、ため池・水田を活用した雨水貯留、流域内での
森林整備など、流域全体で雨水を留める取組を推進

水害に備えたまちづくりや住民避難促進の取組 7億2228万4千円※（8億9307万5千円）⇒危機管理部1、建設部1・6

・浸水想定区域図の作成、砂防ボランティアによる地域での防災教育等、水害に備えた取組を推進

逃げ遅れゼロ、避難所の環境改善

◆⽔害の頻発化・激甚化に対応するため、これまでの治⽔対策に加え、市町村や⺠間事業者、住⺠な
どの流域関係者全員が参画して、⽔害に強い、安全・安⼼な地域づくりを推進

住民や行政の防災力を向上させる取組の実施 6775万8千円※（6386万4千円） ⇒危機管理部1、企画振興部、健康福祉部23

・市町村長を対象としたトップセミナーの開催やキャラバン隊による相談体制の構築により、適時適切な避難指示

等の発令が可能となるよう支援することで、市町村の防災力を強化

・既に搭載済みの大規模河川等に加えて、新たに中小河川のハザードマップを「信州防災アプリ」に搭載するとと

もに、ＷＥＢ広告等を活用しアプリの普及を促進

(新)・スマホを活用できない高齢者等の防災意識の向上を図るため、「信州防災手帳」を配布

・県社会福祉協議会と協力し、災害ボランティアの育成研修等を実施

・災害時において、関係機関との情報収集及び共有、住民への情報発信を迅速かつ確実に行い、住民の適時適切な

避難に繋げるため、防災情報システムを改修

◆令和元年東⽇本台風災害等を教訓に逃げ遅れゼロプロジェクトを推進し、県⺠の防災意識の向上を
図るとともに、避難所の環境改善等を実施
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火⼭防災対策の充実・強化

御嶽山ビジターセンターを核とした災害に強い地域づくり 2028万9千円（5億6199万9千円）⇒危機管理部2、環境部9

(新)・御嶽山ビジターセンターの開館に合わせ、避難計画の改定に必要な登山者の動態把握調査を行うとともに、火山

に関する体験・学習活動の充実など、防災対策と観光振興を実施

関係者との連携等による御嶽山の防災対策 6281万4千円※（3259万円）⇒危機管理部2、建設部25

・地域や名古屋大学と連携し、御嶽山の火山研究や防災情報の常時発信等の防災対策を実施

・御嶽山地域で火山防災の普及啓発活動を担う火山マイスターを育成するため、マイスター認定試験等を実施

・噴火に起因する土石流等を抑制するための緊急対策用資材を備蓄

御嶽山等の先進的な火山防災対策の取組を他火山へ展開 18万7千円 ⇒危機管理部2

(新)・御嶽山等における先進的な火山防災対策を他火山へ展開するため、実効性のある避難計画の作成や防災訓練の実

施等について、各火山に共通する課題解決を図るための連絡会議を通じて様々な取組を共有し、県全体の火山対

策を推進

◆令和４年度に開館する御嶽⼭ビジターセンターを活用した火⼭防災対策を着実に進めるとともに、
御嶽⼭等における取組を他の火⼭にも展開し、県全体の火⼭防災対策の取組を加速

避難所ＴＫＢ（トイレ・キッチン・ベッド）の環境改善 607万円（498万5千円）⇒危機管理部1

・避難所のＴＫＢ（トイレ・キッチン・ベッド）環境を改善するため、快適トイレ普及のための支援、キッチン

カーによる食事の提供を促すための市町村と事業者との交流会、段ボールベッドの設置研修等を実施



３ 産業・暮らしのコロナ禍からの復興
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 地⽅回帰やデジタル化の動きを捉え、信州回帰プロジェクトや⻑野県ＤＸ戦略を
推進するほか、企業等の積極的な事業展開への支援や海外等との未来志向の交流
を充実し、⼈と企業に選ばれ、活⼒ある信州を実現

「信州回帰プロジェクト」の推進

理想とする「仕事と暮らしがある信州」の発信・誘致 3億3085万8千円（4億3642万8千円）
⇒企画振興部3、県民文化部10、産業労働部9・19・20・21、農政部3、建設部13

・移住先や二地域居住先として選ばれる信州を実現するため、主に20～30代を対象とした長野県移住総合ＷＥＢ
メディア（ＳｕｕＨａａ）により「暮らす」「働く」「つながる」に関する情報を発信

・若者の県内企業への就業を促進するため、「シューカツＮＡＧＡＮＯキャリア相談室」（銀座ＮＡＧＡＮＯ）に
おける就職相談やインターンシップフェア等の就活イベントを実施

・副業・兼業人材を活用したクリエイティブ人材等の誘致や移住セミナー等を開催
(新)・新たな出会い・交流につながる機会を創出するため、県内での結婚生活を希望する県外の若者を対象に、移住や

信州でのライフスタイルに関するセミナーを開催
・社会人・プロフェッショナル人材に加え、子育て世帯のＵＩＪターンや移住を加速させるため、18歳未満の子ど
もがいる三大都市圏からの移住世帯に対し、子ども１人当たり30万円の支援金を上乗せ
（現行の支援金 単身：60万円、世帯：100万円）

(新)・移住後の多様な働き方・暮らし方を提案するため、信州農ある暮らし農園の開設支援や栽培セミナー等を実施
・活力あるまち・むらづくりを推進するため、古民家や商店街の空き店舗の活用希望者を誘致

(新)・都市部住民と県内住民が地域に愛着を深めながら継続的な関係性を持つ「つながり人口」を構築するため、両者
が共同で空き家を改修するイベントを実施

テレワーク等を活用した人・企業の流れの創出 3964万6千円（7929万5千円）⇒産業労働部6・8

・人・企業を県内に呼び込むため、都市圏企業等に向けた信州リゾートテレワークをＰＲするほか、地域課題と県
外企業をマッチングする「おためし立地」、住んで働く「おためしナガノ」（募集枠40名）を継続

◆雄⼤な⾃然が⾝近にある⽣活、⼤都市圏とのアクセスの良さなど、信州の強みを活かした働き⽅、
暮らし⽅を提案し、⼈と企業の信州への流れを加速
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《県外からの企業・人材誘致》

ＩＴ企業の県内立地・人材集積の促進 2億378万6千円（1億2288万3千円）⇒産業労働部6

・県内経済の発展に貢献する生産性の高いＩＴ企業の誘致・集積を促進するため、ＩＴ企業の設備投資等を支援

・県外のＩＴを中心としたクリエイティブ人材を呼び込むため、オフィス利用料等を支援し、県内に「おためし」

で住んで仕事をする機会を提供

《県内での産業・人材の育成》

コンソーシアムを活用したＩＴビジネス創出支援 5330万4千円（4367万4千円）⇒産業労働部1

・ＩＴビジネス創出のエコシステムを形成するため、産学官で取り組むコンソーシアム活動から生まれたプロジェ

クトを実現するＩＴシステムの開発を支援

デジタル人材の育成 6658万5千円（1114万9千円）⇒企画振興部4、産業労働部17

・多様なデジタル人材の育成・誘致を促進するため、デジタル人材のノウハウを集約したシリーズ型セミナーや成

果発表イベントを開催し、デジタルを活用して創造的な活動をしている者同士が互いに刺激を与え合う機会を

提供

(新)・成長が期待されるＩＴ分野での正社員就職につなげるため、コロナ禍で離職した若者等を対象に、オンライン形

式での職業訓練と伴走型の再就職支援を実施

⻑野県ＤＸ戦略の推進

◆ＩＴ企業・ＩＴ⼈材の集積地「信州」を目指し、「信州ＩＴバレー構想」を推進
◆⼤都市との近接性など、本県のポテンシャルを活かしつつ、各地で広がりつつあるコンソーシアム

の活動を発展させ、県内にエコシステムを形成

◆Society 5.0時代を⾒据え、「⻑野県ＤＸ戦略」を具体化し、産業の⽣産性と暮らしの利便性を向上

信州ＩＴバレー構想の推進
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《ＡＩ・ＩｏＴ等の利活用・事業化支援》

ＡＩ・ＩｏＴ等先端技術の導入促進 4022万3千円（3843万8千円）⇒産業労働部1

・産業振興機構（ＮＩＣＥ）に産業ＤＸコーディネーターを配置し、ユーザー企業におけるデジタル技術の活用等

を支援

・県内企業の生産性の向上を図るため、デバイスの開発やプロジェクトの事業化を専門家が支援

(新)・企業のＤＸ推進に寄与する人材を育成するため、県内大学生等を対象にしたＤＸ人材育成講座を開設し、デジタ

ル技術やＩＴリテラシーの習得機会を提供

《ＤＸを活用した観光地経営の基盤づくり》

消費者データプラットフォームの機能強化 946万1千円（441万2千円）⇒観光部1

(新)・マーケティングの強化による持続可能な観光地域づくりを推進するため、観光機構が行う国内外の信州ファンの

データベース管理システムの開発を支援し、意見募集や情報発信ができる機能を整備

《スマート農林業》

農業・林業ＤＸの推進 8226万3千円※（5324万5千円）⇒農政部4・7、林務部7

(新)・スマート農業の導入を加速させるため、農業大学校に農業者向けの先端機械操作研修講座を新たに開設

(新)・収益性の向上を図るため、水田の畑地化・汎用化に資する地下かんがいシステムの導入適地調査を実施

(新)・スマート農業と生産基盤の整備が一体となった農村地域全体のＤＸを推進するための整備計画策定を支援

・林業の生産性の向上を図るため、意欲のある林業事業体等へのデジタル技術を活用した木材検収システム等の導

入を支援

《介護分野でのＤＸ活用》

介護業務の負担軽減 4037万9千円※（3511万7千円）⇒健康福祉部6

・介護施設等における介護業務の負担軽減を図るため、介護ロボット等の導入を支援

◆ＡＩ・ＩｏＴ等の利活用・事業化支援やＤＸを活用した観光地の基盤づくり、スマート農林業の普
及などにより、あらゆる産業分野でＤＸを推進

産業分野でのＤＸの推進



《生活の場でのＤＸの推進》

電子図書館サービスの提供 3857万8千円 ⇒教育委員会16

(新)・市町村と協働で電子書籍貸出サービスを提供するなど、自由に本にアクセスできる環境を整備

公共交通分野のデジタル化を支援 2438万1千円※ ⇒企画振興部7・8、観光部

(新)・路線情報をインターネットの経路検索サービス等で検索できるよう、バス事業者等によるデータ整備を支援し、

県ホームページにおいて情報を一元化して公開

・キャッシュレス決済を推進するため、乗合バス事業者が行う機器導入等を支援

・全県レベルの協議会においてＭａａＳなど次世代交通システムの基盤づくりを推進

《スマート自治体の推進》

スマート自治体に向けた取組 7億7418万8千円（36億8432万1千円）⇒企画振興部5・15、林務部9、警察本部3

・行政事務のデジタル化による県民サービスの向上や業務の効率化を図るため、県のホームページ上でチャット

ボットによる相談対応、ＲＰＡの導入やＷＥＢ会議、テレワーク等を推進

・入札・契約手続の利便性の向上を図るため、建設工事等に新たに電子契約を導入するとともに、市町村と共同で

活用できる入札・契約関係システムを構築

(新)・保安林情報を電子化した管理システムを構築し、業務を効率化

◆デジタル技術を活用した利便性の⾼い地域づくりを実現するため、暮らしや⾏政のデジタル化を推進

10

暮らし・⾏政のＤＸの推進
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産業の競争⼒強化

《産業支援体制の強化》

「長野県産業振興機構（ＮＩＣＥ）」の発足 6億8556万3千円（6億6258万円）⇒産業労働部1・2・3・4・7・10・24・26・28

(新)・技術開発から販路開拓まで一貫した支援体制を構築するため、中小企業振興センターとテクノ財団を統合し、産

業の総合支援拠点の機能を強化

(新)・専門性の高いコーディネーターを配置し、県内企業のゼロカーボンやＤＸに向けた取組等を支援するほか、幅広

い産業分野での産学官連携によるイノベーション創出事業を実施

《成長期待産業の振興》

世界を惹き付ける医療機器産業クラスターの形成 6792万6千円（7896万3千円）⇒産業労働部3

・県内企業の医療機器産業への参入の促進と事業の拡大を図るため、「信州医療機器事業化開発センター」により、

県内企業が取り組む医療機器の企画・開発から販路拡大までを支援

アジアの航空機システム拠点の形成を実現するための航空機産業振興 4405万3千円（3620万1千円）⇒産業労働部4

(新)・航空機の電動化やニューノーマルへの対応など、新たなニーズに対応する研究開発を促進するため、航空機メー

カー等と県内企業のマッチングや専門家の派遣による試作開発等を支援

発酵食品など高付加価値食品の開発・消費拡大 3245万6千円（1788万円）⇒産業労働部5

・「発酵・長寿」県としてのブランド力の向上を図るため、「しあわせ信州食品開発センター」に乳酸菌培養機器

等を整備し、食品開発の支援機能を強化するとともに、県産発酵・伝統食品を活用した栄養バランスの取れた新

しい食習慣を発信

《アフターコロナに向けた事業者支援》

地域内バリューチェーンの構築 1億5000万円※ ⇒産業労働部

(新)・地域内にバリューチェーンを構築するため、県内中核企業と中小企業等とが連携して行う製品開発を支援

◆コロナ禍においても前向きに事業展開を図る企業を支援し、産業競争⼒を強化
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創業・事業承継支援の拡充 4104万円（3587万1千円）⇒産業労働部7

・新たな価値を創造するスタートアップ企業等の創業を促進するため、創業支援拠点により、経営資源引継ぎ型創

業も含めた幅広いスタートアップ支援を実施

(新)・次世代産業を創出するため、官民連携で設立される「信州スタートアップ・承継支援ファンド（仮称）」の投資

対象企業に対して、販路開拓やマッチングの支援等を実施

人材の確保・定着 9015万4千円（5059万3千円）⇒産業労働部19・22

・県内産業を担う人材の確保・定着を図るため、職場いきいきアドバンスカンパニー認証やテレワークの導入を促

進するとともに、採用力の向上や発信力の強化を支援し、選ばれる職場づくりを推進

(新)・外国人留学生の県内就職を促進するため、「信州留学生就職促進コンソーシアム（仮称）」の事業運営を支援

《観光振興》

「信州観光復興元年」プロモーションの実施 7751万4千円※ ⇒観光部

(新)・コロナ禍での観光往来の減少により影響を受ける県内観光を復興するため、県内市町村・民間企業等と協働し、

大型催事等を皮切りとした観光誘客プロモーションを実施

観光地域づくりの推進 1億2811万2千円※（6951万3千円）⇒観光部1・2

・長期滞在型観光や信州リピーター獲得の推進による地域独自のブランド力の向上を図るため、県が推進する特色

ある観光テーマに沿った観光地域づくりの実践を支援

学び×ＳＤＧｓによる継続的な修学旅行等の誘致 2億3310万円※ ⇒観光部

(新)・修学旅行等の誘致を進めるため、ＳＤＧｓを学ぶ体験型の修学旅行や、合宿の実施を支援

《農林業の競争力強化》

大規模農業法人の育成 417万7千円 ⇒農政部1

(新)・本県農業の生産性を向上させるため、売上10億円以上の大規模法人育成を目指す信州農業エグゼクティブＭＢＡ

研修を新設

経営発展への支援 40億5742万8千円※（19億1494万円）⇒農政部2・11・12

(新)・就農後の経営発展を図るため、新規参入者や親元就農者による機械・施設等の導入を支援
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信州果実で稼ぐ力の強化 220万8千円（216万7千円）⇒農政部13

(新)・本県農業の基幹である果樹の強みを伸ばすため、ぶどう「クイーンルージュ�」等の優良品種による産地育成を

推進し、生産拡大に向けた栽培管理研修会の開催や品質向上対策等を実施

水田農業の体質強化 27億9461万3千円※（9億9542万1千円）⇒農政部11

(新)・輸出用米の産地化を図るため、地域農業再生協議会など関係者が一体となった輸出拡大の取組を支援

・水稲農家の経営安定を図るため、主食用米から需要が見込める飼料用米等への転換を支援

林業経営の効率化 1億3347万9千円※（8097万9千円）⇒林務部

・林業経営体による素材生産を更に効率化させるため、高性能林業機械の導入を支援

《県産品の販路開拓支援》

県産品の新たな販路開拓支援 3億9111万3千円※（4106万4千円）⇒産業労働部25・28、農政部10

(新)・ＥＣサイトを活用した新たなビジネススタイルの構築に挑戦する事業者へのコンサルティング支援を実施

・県産品の海外展開を推進するため、新規市場での長野フェア等を開催、越境ＥＣサイトを通じた販売を支援

・海外需要が伸びている県産米等の販路拡大を図るため、香港、シンガポール等での販売促進活動を強化

海外等との未来志向の交流

友好都市との交流拡大 423万6千円（300万3千円）⇒企画振興部2

・東京・北京オリパラを通じて醸成してきた日中友好の機運をレガシーとして残すため、国際交流リーダーを育成

するとともに、青少年スキー交流をはじめ新たな展開に向けた協議を実施

・友好交流協約締結５周年を迎えた韓国江原道・ソウル特別市との観光・経済交流を促進するため、関係強化に向

けた会談等を実施

沖縄県との交流拡大 1682万2千円（1217万円）⇒企画振興部10、産業労働部27、観光部

・沖縄県との交流を拡大するため、チャーター便の就航を促進するとともに、官民一体のトップセールスや観光商

談会等を実施

・「沖縄国際物流ハブ」を活用した県内企業のアジア向け輸出や、沖縄県内での県産食材の販路拡大等を支援

◆アフターコロナを⾒据え、観光・経済等で効果が期待できるアジアの国々や沖縄県との交流を拡⼤



４ 脱炭素社会の構築

交通分野での取組

ＥＶ（電気自動車）の利用環境の整備 3億4027万1千円（3706万4千円）⇒総務部3、環境部5、該当部局

(新)・ＥＶを利用しやすい環境を整備するため、道の駅、幹線道路の空白区間等への急速充電設備設置を支援（20か所）

・公用車のＥＶ化（R3：23台⇒R4：56台）を推進、松本合同庁舎に充電設備を整備

多様な移動手段の確保 13億698万9千円※（13億998万7千円）⇒企画振興部7・8、県民文化部6、建設部12・14・15

(新)・しなの鉄道沿線地域の回遊性の向上を図るため、電動アシスト自転車を用いた広域シェアサイクル実証実験を実施

(新)・ウォーカブルなまちづくりを推進するため、車道の交通規制やグリーンスローモビリティ導入の社会実験を実施

・ＭａａＳの基盤づくりやゼロカーボンに向けた取組など、持続可能で最適な地域公共交通システムを構築するた

め、協議会で今後取り組むべき施策を検討

・しなの鉄道の車両について、消費電力の削減により環境負荷とコスト削減を図るため、新型車両への更新を支援

◆EV･FCVを利用しやすい⻑野県を目指し、充電インフラの整備を促進するとともに、広域シェアサイ
クルの実証実験や持続可能で最適な地域公共交通システムの構築等により、多様な移動⼿段を確保
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 多様な主体の⼒の結集により⻑野県ゼロカーボン戦略の目標を達成するため、地
球温暖化対策条例を改正するとともに、交通、建物、再⽣可能エネルギー等の各
重点分野の支援策を拡充し、脱炭素・地球温暖化対策を本格化

「信州健康ゼロエネ住宅」の普及 3億4566万4千円（2億418万6千円）⇒環境部、建設部17

(新)・信州の気候風土に調和し、健康やゼロエネルギー等を実現する住宅を普及するため、ＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネ

ルギー・ハウス）レベル以上の断熱性能等を要件とする「信州健康ゼロエネ住宅」の助成金を創設

建物分野での取組
◆⾼断熱でエネルギー消費量が少なく健康にもよい「信州健康ゼロエネ住宅」普及のための助成⾦を

創設、断熱改修や太陽光発電設備の設置などにより県有施設をゼロエネルギー化



グリーンイノベーションの創出 20億2888万3千円※（25億3296万円）⇒産業労働部2・6、農政部6

・新たなゼロカーボン関連の技術開発を促進するため、産学官による技術開発プロジェクトの組成や事業化を支援

・もみ殻や果樹せん定枝を活用した炭素貯留や環境にやさしい栽培体系の実証を支援

ゼロカーボンの促進 73億1219万円（79億6768万5千円）⇒環境部4、産業労働部2・10・12

(新)・事業所における温室効果ガスの排出削減を促進するため、専門家による省エネ診断を実施するとともに、製品の

ライフサイクル全体の温室効果ガス排出量の可視化等を支援

(新)・企業向けのゼロカーボン支援をワンストップで行うため、産業振興機構（ＮＩＣＥ）に「グリーンイノベーショ

ンセンター（仮称）」を設置

・県内のＥＳＧ投資を拡大するため、グリーンボンドの発行やＥＳＧ債への投資を実施
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産業分野での取組

◆産学官連携で取り組む革新的なゼロカーボン技術の開発等によるグリーンイノベーションの創出や、
カーボン排出量の可視化・削減に向けた取組の支援により、事業者のゼロカーボンの取組を促進

県有施設のゼロエネルギー化 48億3281万7千円※（64億8030万4千円）⇒総務部1・2、県民文化部、健康福祉部、環境部11、建設部18、警察本部、教育委員会6

・新築や改築を行う施設（交番・駐在所、県営住宅、高等学校、特別支援学校）のＺＥＢ（ネット・ゼロ・エネル

ギー・ビル）化等を推進

・県有施設の消費エネルギー削減を図るため、県庁や「諏訪湖環境研究センター（仮称）」等のゼロエネ改修に着手

(新)・県有施設への太陽光発電設備の設置を進めるため、可能性調査や実施設計、設置工事を実施



二酸化炭素の吸収源対策 70億9933万5千円※（68億4886万4千円）⇒林務部1・2・3・4・10・13・14

(新)・主伐・再造林を進めるため、低質材搬出等の実証や保育作業の従事者等を雇用する事業体への奨励金交付を実施

(新)・生活用品等の木質製品への代替を進める「ウッドチェンジ」の取組や、外材等から県産材への転換を推進

(新)・Ｊ-クレジットの創出を推進するため、市町村等が管理する森林の温室効果ガス吸収量の認証手続や販売等を支援

16

吸収・適応分野での取組

◆ＣＯ2吸収量の増加に向け、森林整備やウッドチェンジ、Ｊ-クレジット創出を推進するとともに、
信州気候変動適応センター等での温暖化適応技術の開発や防災・減災対策の実施を加速

創エネ（太陽光発電・小水力発電）の推進 76億5983万8千円（51億7161万5千円）⇒環境部6・7、農政部7、企業局1

・「信州の屋根ソーラー」の普及を加速するため、住宅への太陽光発電・蓄電池設備の導入を支援

・ポテンシャルの高い小水力発電の早期事業化を支援するため、収益納付型補助金による支援を実施

・再生可能エネルギーの供給拡大のため、水力発電所の新規建設・基幹発電所の大規模改修を推進

再エネの利用拡大 4572万円（4410万5千円）⇒危機管理部1、県民文化部、環境部3・4、教育委員会、企業局1

(新)・事業者の再エネ利用を促進するため、再生可能エネルギー由来の電力の共同購入を実施

(新)・温室効果ガス排出量の削減に貢献するため、県立武道館や霧ヶ峰自然保護センター、御嶽山ビジターセンターな

どが購入する電力を100％再生可能エネルギー由来の電力に切替

エネルギー自立地域の創出 1億5158万4千円（4億1351万2千円）⇒環境部7、林務部

・市町村の再エネ促進区域の設定や脱炭素先行地域づくりの取組を支援

再⽣可能エネルギー分野での取組
◆住宅用太陽光発電と⼩⽔⼒発電の更なる普及を促進するとともに、県有施設で再⽣可能エネルギー由

来の電⼒の購⼊を進めるほか、市町村が⾏うエネルギー⾃⽴地域づくりを支援
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地球温暖化への適応 162億1832万4千円※（94億3271万4千円）⇒環境部8、農政部6、林務部14、建設部1・2・3・6・26

・信州気候変動適応センターにおいて、大学等との共同研究により影響評価を行い、地球温暖化適応技術等を創出

・農業関係試験場において、温暖化による農産物への影響評価と適応技術の開発を実施

・まちなか緑地等のグリーンインフラ整備や流域治水対策など社会インフラの防災・減災の取組を推進

気候変動に関する学びの充実 4605万4千円（3238万3千円）⇒環境部1、教育委員会

・信州環境カレッジにおいて、学校講座やＷＥＢ講座、地域・企業との協働講座など、多様な学びの機会を提供

・信州つばさプロジェクトにおいて、高校生を環境先進国へ派遣し、ゼロカーボン社会を担う人材を育成

パートナーシップの強化 2263万4千円（1563万4千円）⇒環境部2、観光部

・多様な主体の力の結集によりゼロカーボン社会の実現を目指す「サステナブルＮＡＧＡＮＯ共創プラットフォー

ム（仮称）」を始動し、気候危機に立ち向かう県民の輪を拡大

一人ひとりが自ら行動 2890万9千円（2159万円）⇒県民文化部7、環境部12、農政部5、教育委員会7

(新)・県立高校の生徒が多様な主体と協働し、主体的に取り組む断熱改修など学習環境整備の活動を応援

・消費者と事業者がエシカル消費に対する思いや取組について情報共有できる場を構築するほか、シンポジウムの

開催を通じて、エシカル消費の実践を促進

・農産物のエシカル消費を促進するため、伝統野菜フェアや学校給食への有機農産物の提供等を実施

学び・⾏動の取組

◆信州環境カレッジをはじめとする学びの充実、多様な主体の⼒を結集するプラットフォームの始動
等により、オール信州でゼロカーボンを推進



【参考】長野県地球温暖化対策条例の改正案

主な改正内容
１ 電気自動車等の充電設備の設置に係る努力義務を創設

・今後の電気自動車の普及に対応するため、多数の者が利用する駐車場を有する施設（集合住宅や商業施設等（※））

を設置又は管理する者は、充電設備の設置に努めることを規定

（※）対象となる施設は規則で規定

集合住宅、大型小売店舗、レジャー施設、文化施設、公園、宿泊施設 等

２ 建築物の環境エネルギー性能等の検討結果の届出対象を拡大

・建築物を新築しようとする者は、環境への負荷の低減を図るための措置などについて検討義務が課されており、そ

の検討結果を届け出る建築物の対象を「床面積2,000 ㎡以上」から「床面積300 ㎡以上」に拡大

３ 住宅の省エネ性能等に関する情報の報告・公表制度を創設

・住宅を新築しようとする者が省エネ性能等に関する情報を取得し、省エネ等に精通した事業者を選択することがで

きるよう、住宅（床面積300 ㎡未満）の新築に当たり、その設計者に「省エネ計画概要書」の提出を義務付け、そ

の内容を公表する制度を創設

４ 再生可能エネルギー設備の設置及び再生可能エネルギーの利用に係る努力義務を創設

・再生可能エネルギーの生産と利用の両面から脱炭素化の取組を促進するため、県民及び事業者は、再生可能エネル

ギー設備の設置及び再生可能エネルギー電力の購入に努めることを規定
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 温室効果ガス正味排出量を2050 年度までにゼロとすることを目指し、省エネル
ギーの推進及び再⽣可能エネルギーの普及拡⼤を加速

公布の日
ただし、上記２及び３は、令和５年４月１日

施⾏期⽇（予定）



５ 誰一人取り残さない公正な社会づくり
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 全ての県⺠が明⽇への希望を持ち、安⼼して暮らすことができるよう、誰もがお
互いの違いを認め合う共⽣社会の実現や、犯罪被害者等を支援する体制の整備、
若者・子育て世代の希望を実現できる環境づくり、看護職員をはじめとする現場
で働く⽅々の処遇改善等を推進

障がい者が暮らしやすい地域づくり 9561万4千円（4353万1千円）⇒県民文化部11、健康福祉部21・22、産業労働部22

(新)・事業者の合理的配慮を推進するため、優良事業者の取組を紹介、障がい者に配慮した事業者の認定制度を創設

(新)・障がい者から相談を受け、紛争の防止・解決を図る「共生社会づくり調整委員会」を設置

(新)・医療的ケア児や家族に対する継続的な支援を行うため、「医療的ケア児等支援センター」を設置

・保育所等における医療的ケア児の受入体制を整備するため、看護師等の配置を支援

(新)・障がい者の雇用を促進するため、従業員規模の小さい企業が障がい者雇用を始める際の助成金を創設

障がい者の社会参加の促進 5886万4千円（5776万9千円）⇒健康福祉部29・30、観光部3

(新)・障がい者が芸術文化活動に参加する機会を拡大するため、「障がい者芸術文化活動支援センター」を創設

・パラスポーツに親しむ機会を拡大するため、「パラウェーブＮＡＧＡＮＯプロジェクト」を充実

・障がいの有無にかかわらず誰でも楽しめる山岳高原観光地域づくりを実現するため、専門知識等を習得できる実

務人材育成講座を開設するほか、フォーラムの開催等により信州型ユニバーサルツーリズムの魅力を発信

障がい福祉施設等の機能強化 2980万7千円 ⇒健康福祉部21

(新)・総合リハビリテーションセンターについて、社会復帰を目指す中途障がい者へのリハビリテーション機能を強化

し、安定的な運営体制を構築するため公営企業会計の導入を準備

(新)・障がい特性に配慮した居住エリアを西駒郷に整備

多様性を尊重する共⽣社会づくり

◆「障がいのある⼈もない⼈も共に⽣きる⻑野県づくり条例」を制定し、障がいの有無にかかわらず、
誰もが地域で安⼼して暮らすことのできる社会の実現に向けた施策を展開



若者・子育て世代の希望実現

不妊・不育症に悩む方への支援 3億4415万6千円※（7億3322万2千円）⇒健康福祉部28

(新)・不妊の早期治療を促すため、夫婦が不妊に関する検査を共に受けた場合の費用を県が独自に支援

(新)・不妊治療の負担軽減を図るため、保険が適用されない先進医療の治療費を県が独自に支援

・不妊・不育症の専門的な相談に対応するため、不妊・不育専門相談センターの開設日数を増加するなど相談体制

を強化

子ども・子育て支援 20億6404万6千円※（15億1018万2千円）⇒県民文化部13・14、健康福祉部16・28、教育委員会10

・市町村が行う乳幼児等への医療費助成について、県の通院補助の対象年齢を「未就学児まで」から「小学校３年

生まで」に拡充

・妊娠から子育てまで切れ目のない支援体制を構築するため、児童家庭支援センターを増設（５か所⇒６か所）、

信州母子保健推進センターを拠点化し、市町村や医療機関と連携した支援を実施

(新)・家事・育児等に不安・負担を抱える子育て家庭を地域で支えるため、相談支援拠点の整備、家事・育児支援等に

取り組む市町村に対し助成

◆県⺠の結婚、妊娠、出産、子育ての希望をかなえる社会を実現するため、市町村と連携し、実効性
のある子ども・子育て支援施策を強⼒に推進
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犯罪被害者等支援施策の拡充 1039万8千円（55万2千円）⇒県民文化部8

(新)・犯罪被害者等の経済的負担の軽減を図るため、見舞金を給付（遺族見舞金60万円、重傷病見舞金20万円）

(新)・関係機関による連携会議の開催や無料法律相談のほか、被害者支援ハンドブックの作成等により、総合的な支援

体制を構築

・犯罪被害者等を社会で支える気運の醸成や二次被害の防止のため、広報・啓発活動を充実

犯罪被害者等への支援
◆「⻑野県犯罪被害者等支援条例」を制定し、犯罪被害者等が受けた被害を早期に回復して⽣活の再

建を図り、誰もが安⼼して暮らすことができる社会の実現に向けた施策を展開
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看護職員等の処遇改善

看護職員等の処遇改善 39億331万3千円※ ⇒県民文化部1・11・14、健康福祉部7

(新)・看護職員等の処遇改善を図るため、継続的に賃上げを行っている医療機関・福祉施設等を対象に、給与の引上げ

に必要な経費を助成

看護職員 4,000円／月（地域で救急医療など一定の役割を担う医療機関に勤務する看護職員）

介護・障がい福祉施設、保育施設、幼稚園等の職員 9,000円／月

◆格差の是正に向け、看護、介護、保育、幼児教育等の現場で働く⽅々の給与引上げの取組を支援

(新)・支援が必要な子ども・若者を早期に把握し適切な支援につなげるため、小中学生等を対象にヤングケアラーの実

態を調査するほか、関係者への研修の実施等により支援体制を強化

(新)・県外大学等への進学者を対象とした奨学金制度（令和５年度導入予定）を周知

・不登校支援コーディネーターを配置し、不登校の児童生徒に多様な学びの場を提供

若者の出会いや結婚の希望を実現 9526万8千円（4288万3千円）⇒県民文化部10、産業労働部21

(新)・新たな出会いの場を創出するため、異業種間のマッチングを促進

・県・市町村の連携協議会を設置し、市町村が主体となる結婚新生活支援の取組の全県展開を後押し

(新)・新婚夫婦及び結婚予定のカップルが協賛店等で特典を受けられる結婚応援パスポートの仕組みを創設

(新)・若者の県内就職・定着を促進するとともに、経済的な不安の解消を図るため、令和５年度導入予定の奨学金返還

支援制度を周知

正社員を目指す若者等を応援 1億5974万6千円（3億4196万9千円）⇒産業労働部21・23

・若者の正規雇用を促進するため、ジョブカフェ信州での就職情報の提供やキャリア・コンサルティングを実施

するとともに、Ｊｏｂサポを通じて介護等の人手不足分野への就労を促進

仕事と家庭の両立支援 8101万3千円（4684万4千円）⇒産業労働部19

・職場いきいきアドバンスカンパニー認証制度を普及し、魅力ある職場づくりを推進
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困難を抱える⽅への支援

自殺予防の取組強化 3億9370万3千円（3億7893万5千円）⇒健康福祉部17、教育委員会11・12・13

・市町村、関係機関、民間団体等と連携し、各種相談会を開催するほか、ゲートキーパーの養成研修会等を実施

(新)・自殺リスクのある子どもをきめ細かに支援する「子どもの自殺危機対応チーム」の体制を強化するため、地域で

自殺予防対策に取り組む方々に対する研修会を充実

・子どもの悩みや不安に寄り添った相談支援体制を強化するため、スクールカウンセラーやスクールソーシャル

ワーカーによる支援時間、ＬＩＮＥ相談窓口の開設日数を増加

ひきこもり支援の拡充 892万5千円（57万4千円）⇒健康福祉部26

・ひきこもり当事者とその家族を地域で支える体制を構築するため、ひきこもりに対する理解を深めるフォーラム

等を開催するとともに、地域の支援団体が行うオンラインや古民家等を活用した多様な居場所づくりを支援

◆誰も⾃殺に追い込まれることのない信州を目指し、⾃殺予防の取組を強化するほか、ひきこもりの
⽅の社会参加・社会的⾃⽴を応援



６ 誰もが主体的に学び続けられる社会づくり
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 子どもから⼤⼈まで全ての県⺠が主体的に学び、個々の持つ能⼒を社会の中で発
揮できるよう、創造⼒を育むための学びの環境や、時代に適応する能⼒を⾝に付
けられるリカレント教育・リスキリングを充実

《学びのＩＣＴ環境整備を加速》

ＩＣＴ教育の推進 4億7851万1千円※（7267万5千円）⇒教育委員会2・3

・ＩＣＴを活用した個別最適な学びや協働的な学びを加速するため、「長野県ＩＣＴ教育推進センター」において

ＩＣＴを活用した効果的な授業支援や教員のＩＣＴ活用力向上研修を実施

・「ＧＩＧＡスクール運営支援センター（仮称）」の設置による技術的な支援体制の強化や、先端的教育ソフト

ウェア（ＥｄＴｅｃｈ）の活用普及、指導者用タブレット端末等のＩＣＴ機器整備により、学校における学びの

ＤＸを推進

《子どもたちが安心して学べる環境整備》

学校環境の整備 24億3105万5千円※（14億9122万4千円）⇒教育委員会6・7・15

(新)・県立高校統合新校（第２期再編）、松本養護学校、若槻養護学校について、ＺＥＢや探究的な学びのための学習

空間デザインを取り入れた学校施設整備を進める基本計画を策定

・トイレの洋式化、教室の増設、断熱改修など、県立高校及び特別支援学校の修繕・改修を迅速かつ計画的に行い、

安心して快適な学校生活を過ごせる環境を整備

・通学時の安全確保や保護者の送迎負担を軽減するため、特別支援学校のスクールバスを更新・増車

学びを支える環境の充実

◆変化の激しい時代に求められる資質・能⼒を育むため、幼児期から⼤学までの各年代で学びの質を
⾼める教育環境を充実させるとともに、多様な学びを実践できる環境を構築



《学びの改革・教員の働き方改革》

小学校での学びにつながる幼児教育の充実 664万1千円（530万9千円）⇒教育委員会8

・幼稚園や保育所等で遊びを通して育んだ主体性を小学校の学びにつなげる接続カリキュラムの研究・実践を進め

るとともに、園種を超えた質の高い幼児教育の実現を目指した研修を実践

学びの改革に取り組む小中学校への支援 386万円（409万6千円）⇒教育委員会1

・学年担任制やタブレット端末の活用による自由進度学習等の学びの改革を全県に普及するため、学びの改革実践

校を新たに42校指定し、アドバイザー派遣等を実施

新しい時代に必要な力を育む高校教育への転換 928万5千円（775万7千円）⇒教育委員会4・5

・未来の学校実践校において、大学等と連携した探究的な学びや地域と一体となって取り組む産業教育等を実施

・再編・整備計画で決定した統合新校の目指す学校像や教育方針等について、地域との意見交換を実施

子どもの可能性を最大限伸ばす特別支援学校への改革 9629万円（5337万4千円）⇒教育委員会14

・一人ひとりに合わせた個別最適な学びを行うため、自立活動教員を増員（25名）、ＬＤ等通級指導教室を増設

教員の働き方改革の加速 2億9161万2千円（2億7803万1千円）⇒教育委員会9

・公立小中学校、高校及び特別支援学校に教員業務支援員を配置し、教員の負担軽減と教材研究等に注力できる環

境を充実

《長野県立大学・私立学校における学びの充実支援》

高等教育の振興による知の拠点づくり 10億8756万4千円（10億7668万1千円）⇒県民文化部3

(新)・長野県立大学に大学院を新設し、地域課題の解決等に貢献するイノベーターや、科学的根拠に基づき本県の健康

長寿をけん引できる高度専門人材を育成

私立学校の教育環境の向上 119億2710万3千円（114億8384万6千円）⇒県民文化部1

・幼稚園に対する補助の充実や私立小中学校の授業料負担の軽減により、教育環境を向上
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リカレント教育・リスキリングの推進

働く人の学び直しの場の拡充 1219万6千円（763万6千円）⇒県民文化部2、産業労働部17

・社会人が働きながら自ら学べるリカレント教育を推進するため、専門学校や大学等が社会人の受講に配慮した講

座を開設する際のスタートアップ費用の助成等を実施

看護職の教育環境の充実 4254万6千円 ⇒健康福祉部5

(新)・コロナ禍で重要性が再確認された看護職を確保するため、社会人経験者のリカレント教育に取り組む看護師等養

成所の受入体制の整備を支援するほか、県看護大学に感染管理認定看護師教育課程を新設するなどリスキリング

を推進

スマート農業技術の習得 1174万5千円※ ⇒農政部4

(新)・県内農業の生産性の向上を図るため、農業大学校に農業機械メーカーによる先端技術の講座を新設し、農業者の

スマート農業技術のリスキリングを支援

ＩＴ分野での在職者訓練・職業訓練の充実 9539万5千円（3385万9千円）⇒産業労働部17・18

・ＡＩ、ＩｏＴ等の活用による県内企業の生産性の向上を図るため、工科短期大学校等におけるＩＴ系スキルアッ

プ講座を充実し、デジタル人材の育成を推進

(新)・成長が期待されるＩＴ分野での正社員就職につなげるため、コロナ禍で離職した若者等を対象に、オンライン形

式での職業訓練と伴走型の再就職支援を実施

◆社会⼈が主体的に学び直しを⾏えるリカレント教育や、在職者や離職者がＩＴをはじめとする様々
な分野での知識やスキルを習得するリスキリングを推進

《生涯を通じて学べる環境の整備》

学びの関係人口拡大による多様な学びの推進 855万円（900万円）⇒企画振興部１

・学びの関係人口を拡大するため、学びの実践者の交流を進める「Learn by Creation NAGANO実行委員会」が主体

となって、シンポジウムや交流会等を企画実施



《しあわせ信州創造プラン2.0》

１ 学びの県づくり

２ 産業の生産性が高い県づくり

３ 人をひきつける快適な県づくり

４ いのちを守り育む県づくり

５ 誰にでも居場所と出番がある県づくり

６ 自治の力みなぎる県づくり
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 多様な学びに触れられる機会を充実
○ 電子図書館サービスの提供 3857万8千円⇒教育委員会16

• 市町村と協働で電子書籍貸出サービスを提供するとともに、県立長野図書館に学術書・専門書の
電子書籍閲覧サービスを導入することにより、全ての県民が自由に｢本｣にアクセスできる環境を
整備

○ 学びの関係人口拡大による多様な学びの推進 855万円(900万円)⇒企画振興部1

• 学びの関係人口を拡大するため、学びの実践者の交流を進める｢Learn by Creation NAGANO実行
委員会｣が主体となって、シンポジウムや交流会等を企画実施

○ 働く人の学び直しの場の拡充 1219万6千円(763万6千円)
⇒県民文化部2、産業労働部17

• 社会人が働きながら自ら学べるリカレント教育を推進するため、専門学校や大学等が社会人の受
講に配慮した講座を開設する際のスタートアップ費用の助成等を実施

令和４年度の主な取組(R4当初・R3.1月補正)
 ICTを活用した学びを進化させ、一人ひとりに最適な学びを推進
○ 学びのICT環境整備の加速 4億7851万1千円※(7267万5千円)⇒教育委員会2・3

• ICTを活用した個別最適な学びや協働的な学びを加速するため、｢長野県ICT教育推進センター｣に
おいてICTを活用した効果的な授業支援や教員のICT活用力向上研修を実施

• ｢GIGAスクール運営支援センター(仮称)｣の設置による技術的な支援体制の強化や、先端的教育ソ
フトウェア(EdTech)の活用普及、指導者用タブレット端末等のICT機器整備により、学校におけ
る学びのDXを推進

○ 学びの改革に取り組む小中学校への支援 386万円(409万6千円)⇒教育委員会1

• 学年担任制やタブレット端末の活用による自由進度学習等の学びの改革を全県に普及するため、
学びの改革実践校を新たに42校指定し、アドバイザー派遣等を実施

○ ｢信州型ユニバーサルデザイン｣を構築し県内の教員とともに推進
• 子ども一人ひとりの多様性に応じた指導の展開
• 校内における指導体制の⾒直し 等

○ ｢⻑野県ICT教育推進センター｣の設置(R3.4)
• ICT機器の授業での活用方法や端末整備のあり方を研究・普及

○ ｢⻑野県⽴⼤学｣の設置(H30.4開学、入学定員240人)

○ 県内⼤学の新設・新学部設置などを支援
• 松本看護大学の新設(R3.4開学、入学定員70人)
• 佐久大学人間福祉学部の新設(R3.4開設、入学定員70人)
• 公⽴諏訪東京理科大学大学院の拡充に必要な施設設備整備費を財政⽀援

○ ｢地域の情報拠点｣としての図書館改革
• 「信州・学び創造ラボ」の整備(H31.4)
• ICT機器、データベース資料の利⽤環境整備

○ 信州・知のポータル｢信州ナレッジスクエア」の運用開始(R2〜)
• トップページ年間アクセス件数︓121,495件(R2)
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 知の拠点としての高等教育機関を活かし、地域社会のイノベーションを
促進

○ 県内大学等の魅力発信と人材育成 1602万3千円(1527万8千円)⇒県民文化部2

• 県内大学で学ぶ魅力を分かりやすくPRするプロモーションビデオの制作・公開や、在学生・卒業
生による県内11大学８短期大学の魅力紹介などを集録した冊子の制作・配布を実施

• 大学など高等教育機関を対象に、社会人向けリカレント教育講座の開設を支援

○ 高等教育の振興による知の拠点づくり 10億8756万4千円(10億7668万1千円)
⇒県民文化部3

• 長野県立大学に大学院を新設し、地域課題の解決等に貢献するイノベーターや、科学的根拠に基
づき本県の健康長寿をけん引できる高度専門人材を育成

これまでの主な取組と関連目標の進捗状況

目標値を超えているが、
全国順位は低迷

目標値と比べると
低い水準

増加傾向だったが、休館に
より、図書館の利⽤が落ち
込んでいる

授業の理解度は年々向上

(新)

１ 学びの県づくり

(新)
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 若い⼒とデジタル⼈材により、活⼒ある信州を実現
○ 若者の就業支援 8175万7千円(2億2284万2千円)⇒産業労働部21

• インターンシップの推進、シューカツNAGANO応援隊と学生の交流、ポータルサイトでの情報発信、
ジョブカフェ信州での就労支援により、若者の県内企業への就職を促進

○ デジタル人材の育成 6658万5千円(1114万9千円)⇒企画振興部4、産業労働部17
• 成長が期待されるIT分野での正社員就職につなげるため、コロナ禍で離職した若者等を対象に、

オンライン形式での職業訓練と伴走型の再就職支援を実施

○ 新たな創業支援拠点｢信州スタートアップステーション｣の開設(松本市
(R2.6)、⻑野市(R3.6))
• 専門コーディネーターによる支援や創業セミナーの実施(R2:相談件数419件、セミナー開催回数

20回、参加者数203名)

○ AI・IoT等に関する利活⽤・技術開発を両輪で支援
• ｢AI・IoT等先端技術利活⽤支援拠点｣(⻑野市)、｢AI活⽤/IoTデバイス事業化・開発セン

ター｣(松本市)を設置(H31.4)

○ ⾼収量化・省⼒化の推進による農業の⽣産性向上
• りんご高密植・新わい化栽培等技術導入の推進(R2:520ha)
• スマート農業技術を活⽤した省⼒化・効率化の推進(R3:相談窓口設置10か所）
• ほ場の再整備に合わせた自動給水栓設置の推進(R3:実証3か所)

○ ⾰新的な技術を活かした林業の⽣産性向上
• ICTを活⽤したスマート林業(木材の検収システムや需給マッチングシステム等)の技術検証、普及

(スマート林業タスクフォースNAGANO)(R2:協議会の開催9回)
• 造林の低コスト化を進めるため、リモートセンシング技術等を活⽤した実証、検証を実施(R2:実証

3か所、2団体)

○ 県内外の学⽣への県内企業の魅⼒発信
• オンライン企業セミナー、インターンシップフェア等の開催(参加学生数 R2:952人)
• シューカツNAGANOポータルサイトによる情報発信(メルマガ登録者数 R2末:3,116人)
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 DX等により農林業の⽣産性向上と⾼収益化を推進
○ 大規模農業法人の育成 417万7千円⇒農政部1

• 本県農業の生産性を向上させるため、売上10億円以上の大規模法人育成を目指す信州農業エグゼ
クティブMBA研修を新設

○ スマート農業導入の推進 6676万3千円※(3774万5千円)⇒農政部4・7
• 産地タイプ(大規模型、中山間地型)に応じたスマート農業の実証と実装を支援
• スマート農業の導入を加速させるため、農業大学校に農業者向けの先端機械操作研修講座を新た

に開設
• スマート農業と生産基盤の整備が一体となった農村地域全体のDXを推進するための整備計画策定

を支援

○ スマート林業の構築・普及 1550万円(1550万円)⇒林務部7
• 林業DXに必須となる森林情報のデジタル化を推進
• 意欲のある林業事業体等へのデジタル技術を活用した木材検収システム等の導入を支援
• スマート林業を実践する人材の育成を推進

○ ｢ウッドチェンジ｣の普及促進 1000万円⇒林務部2
• 生活用品等をプラスチック・金属製品から木質製品へ転換する｢ウッドチェンジ｣の取組を推進す

るため、県産材製品の開発・高付加価値化及び販路開拓を支援

 創業の支援や成⻑産業の振興をさらに強化
○ 創業・事業承継支援の拡充 4104万円(3587万1千円)⇒産業労働部7

• 新たな価値を創造するスタートアップ企業等の創業を促進するため、創業支援拠点により、経営
資源引継ぎ型創業も含めた幅広いスタートアップ支援を実施

• 次世代産業を創出するため、官民連携で設立される｢信州スタートアップ・承継支援ファンド(仮
称)｣の投資対象企業に対して、販路開拓やマッチングの支援等を実施

○ AI・IoT等先端技術の導入促進 4022万3千円(3843万8千円)⇒産業労働部1
• 企業のDX推進に寄与する人材を育成するため、県内大学生等を対象にしたDX人材育成講座を開設

し、デジタル技術やITリテラシーの習得機会を提供

○ ｢長野県産業振興機構(NICE)｣の発足 6億8556万3千円(6億6258万円)
⇒産業労働部1・2・3・4・7・10・24・26・28

• 技術開発から販路開拓まで一貫した支援体制を構築するため、中小企業振興センターとテクノ財
団を統合し、産業の総合支援拠点の機能を強化

令和４年度の主な取組(R4当初・R3.1月補正)

(新)

(新)

(新)
(新)

(新)

これまでの主な取組と関連目標の進捗状況
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２ 産業の生産性が高い県づくり



○ 理想とする｢仕事と暮らしがある信州｣の発信・誘致 3億3085万8千円(4億3642万
8千円)⇒企画振興部3、県民文化部10、産業労働部9・19・20・21、農政部3、建設部13
• 新たな出会い・交流につながる機会を創出するため、県内での結婚生活を希望する県外の若者を

対象に、移住や信州でのライフスタイルに関するセミナーを開催
• 社会人・プロフェッショナル人材に加え、子育て世帯のUIJターンや移住を加速させるため、18歳

未満の子どもがいる三大都市圏からの移住世帯に対し、子ども1人当たり30万円の支援金を上乗せ
• 移住後の多様な働き方・暮らし方を提案するため、信州農ある暮らし農園の開設支援や栽培セミ

ナー等を実施
• 都市部住民と県内住民が地域に愛着を深めながら継続的な関係性を持つ｢つながり人口｣を構築す

るため、両者が共同で空き家を改修するイベントを実施

○ 信州まつもと空港の利活用・国際化の推進 4億555万6千円(4億9179万5千円)
⇒企画振興部9
• 広告宣伝活動や旅行商品造成支援等により国内線の利用を促進
• 国際チャーター便を誘致するとともに国際乗継便の利用を促進

○ 沖縄県との交流拡大 1682万2千円(1217万円)⇒企画振興部10、産業労働部27、観光部
• 沖縄県との交流を拡大するため、チャーター便の就航を促進するとともに、官民一体のトップ

セールスや観光商談会等を実施

○ ⻑野県で｢働く×暮らす｣情報の包括サイト｢SuuHaa｣(スーハー)及び
二地域居住サイト｢ニブンノナガノ｣開設(R3.3)
• アクセス数︓191,252回(SuuHaa)(R3.12.31現在)

○ 移住等希望者に対して仕事と暮らしをセットに提供する機会づくり
• 三大都市圏で移住セミナー・相談会を開催(R2:移住相談件数6,346件)

○ 広域型DMOの形成支援など、観光を担う基盤づくりを推進
• (一社)HAKUBAVALLEY TOURISMを中心とした地域一体の取組の重点的⽀援

○ 信州まつもと空港の利活用促進
• 空港の運⽤時間延⻑、FDA松本⇔神⼾便の増便(R3.8〜)

○ ｢信濃美術館整備基本構想｣を策定し、県⺠参加のもと⻑野県⽴美術館を整
備(R3.4 リニューアルオープン)
• ｢ランドスケープ・ミュージアム｣等の４つのコンセプトに基づき、⽂化・観光の一大拠点として｢信州と世界の

交流ステージ｣を目指す

○ 県内の障がい者の芸術作品展を開催し、障がい者の芸術作品の鑑賞機
会を拡⼤
• ザワメキアート展の開催(H30〜R3:延べ来場者数12,808人)
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(新)

 地⽅回帰の流れを追い風に、｢信州回帰プロジェクト｣を推進

 Afterコロナ時代を⾒据え、安全・安⼼な観光を振興

 航空需要の回復に向けた信州まつもと空港の利用促進と国際化を推進

 コロナ禍でこそ、⼼豊かな暮らしに資する文化芸術を振興

これまでの主な取組と関連目標の進捗状況

地⽅回帰の流れを背景に、大幅に改善

増加傾向だったが、移動制限
等により、来訪者が減少

順調に増加してきたが移動
制限等により大きく減少。
R3年度は回復⾒込み

⽂化⾏事等の自粛に伴い、
参加者の割合が減少

○ ｢信州観光復興元年｣プロモーションの実施 7751万4千円※⇒観光部
• コロナ禍での観光往来の減少により影響を受ける県内観光を復興するため、県内市町村・民間企

業等と協働し、大型催事等を皮切りとした観光誘客プロモーションを実施

○ 観光地域づくりの推進 1億2811万2千円※(6951万3千円)⇒観光部1・2
• 長期滞在型観光や信州リピーター獲得の推進による地域独自のブランド力の向上を図るため、県

が推進する特色ある観光テーマに沿った観光地域づくりの実践を支援

○ 消費者データプラットフォームの機能強化 946万1千円(441万2千円)⇒観光部1
• マーケティングの強化による持続可能な観光地域づくりを推進するため、観光機構が行う国内外

の信州ファンのデータベース管理システムの開発を支援し、意見募集や情報発信ができる機能を
整備

○ 芸術文化活動の推進 15億2645万3千円(16億6045万2千円)⇒県民文化部5
• 文化芸術活動の中間支援機能を担うアーツカウンシルを設立し、専門人材による相談や助成、人

づくりなどの支援を実施
• 長野県立美術館において善光寺御開帳にあわせた企画展を開催するとともに、誰でも気軽に訪れ

て学ぶことができる“開かれた美術館”となるよう、プログラムやワークショップを充実

(新)

(新)

３ 人をひきつける快適な県づくり

(新)
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R４年度の主な取組(R4当初・R3.1月補正)



○ ⻑野県｢子どもの自殺ゼロ｣を目指す戦略策定(H31.3)
• SOSの出し⽅に関する教育の実施(R2:小学校322校、中学校151校、高校87校)
• LINE相談窓口の開設(H29〜)
• 自殺の危険を⽰すサインに気づき、適切な対応を図ることのできる自殺予防ゲートキーパーの養成、研

修の開催(R2:研修受講者数11,047人)

○ 自転⾞事故のない安全安⼼な県⺠⽣活の確保、自転⾞利用の促進(H31.3〜)
• ｢⻑野県自転⾞の安全で快適な利⽤に関する条例｣の制定
• ｢⻑野県自転⾞活⽤推進計画｣の策定
• 自転⾞損害賠償保険等の加入促進やヘルメット着⽤の推進

○ 都道府県で初の｢気候非常事態宣言｣を発出し(R1.12)、｢⻑野県ゼロカーボ
ン戦略｣を策定(R3.6)
• 2050ゼロカーボン実現に向けた最初の10年間(2030年度まで)の実⾏計画として策定

○ ｢信州の屋根ソーラー普及事業｣の推進
• ｢信州屋根ソーラーポテンシャルマップ｣による太陽光エネルギーのポテンシャルの⾒える化

○ ｢チャレンジ800｣ごみ減量推進事業の展開
• 県⺠総参加によるごみ減量の取組を促進
• 信州プラスチックスマート運動
• ⾷べ残しを減らそう県⺠運動〜eプロジェクト〜

 ⻑期化するコロナ禍で一人ひとりに寄り添った自殺対策を推進
○ 自殺予防の取組強化 3億9370万3千円(3億7893万5千円)

⇒健康福祉部17、教育委員会11・12・13
• 市町村、関係機関、民間団体等と連携し、各種相談会を開催するほか、ゲートキーパーの養成研修

会等を実施
• 自殺リスクのある子どもをきめ細かに支援する｢子どもの自殺危機対応チーム｣の体制を強化するた

め、地域で自殺予防対策に取り組む方々に対する研修会を充実
• 子どもの悩みや不安に寄り添った相談支援体制を強化するため、スクールカウンセラーやスクール

ソーシャルワーカーによる支援時間、LINE相談窓口の開設日数を増加

 県⺠一人ひとりの⽇々の⾏動により、循環型社会を実現
○ “チャレンジ800”ごみ減量の推進 1223万5千円(1132万2千円)⇒環境部12

• 県民や市町村等と協働し、プラスチックごみ及び食品ロス削減を主とした取組を推進

○ エシカル消費の推進 419万円(390万1千円)⇒県民文化部7
• 消費者と事業者がエシカル消費に対する思いや取組について情報共有できる場を構築するほか、シ

ンポジウムの開催を通じて、エシカル消費の実践を促進
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 高齢者や子どもを交通事故から守る安全対策を推進
○ 通学路緊急交通安全対策、交通安全教育の強化
30億6903万4千円※(12億8670万9千円)⇒県民文化部6、建設部9、警察本部2
• 児童生徒の交通安全を確保するため、緊急合同点検結果に基づく歩道整備や交差点の改良等を実施
• 自転車の安全な利用に関する広報・啓発や高齢ドライバーの運転能力低下に対する気づきを促す講

師の養成を行うとともに、歩行者事故防止のための横断歩道ルール・マナーアップ行動を県民に普
及
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千t-CO2

年度

出典︓都道府県別エネルギー消費統計（資源エネルギー庁）を元に作成

 各分野の支援策を拡充し、脱炭素・地球温暖化対策を本格化
○ EV(電気自動車)の利用環境の整備 3億4027万1千円(3706万4千円)

⇒総務部3、環境部5、該当部局
• EVを利用しやすい環境を整備するため、道の駅、幹線道路の空白区間等への急速充電設備設置を支

援(20か所)
• 公用車のEV化(R3:23台⇒R4:56台)を推進、松本合同庁舎に充電設備を整備

○ ｢信州健康ゼロエネ住宅｣の普及 3億4566万4千円(2億418万6千円)
⇒環境部、建設部17
• 信州の気候風土に調和し、健康やゼロエネルギー等を実現する住宅を普及するため、ZEH(ネット・

ゼロ・エネルギー・ハウス)レベル以上の断熱性能等を要件とする｢信州健康ゼロエネ住宅｣の助成
金を創設

○ 創エネ(太陽光発電・小水力発電)の推進 76億5983万8千円(51億7161万5千円)
⇒環境部6・7、農政部7、企業局1
• ｢信州の屋根ソーラー｣の普及を加速するため、住宅への太陽光発電・蓄電池設備の導入を支援
• 再生可能エネルギーの供給拡大のため、水力発電所の新規建設・基幹発電所の大規模改修を推進

令和４年度の主な取組(R4当初・R3.1月補正)

４ いのちを守り育む県づくり

(新)

(新)

これまでの主な取組と関連目標の進捗状況

R1、2年は全国と比べて高水準だったが、
R3年は減少⾒込み 減少が続き、３年連続で目標は達成

減少しているが、目標達成
には更なる取組が必要 R1年度は東日本台風の影響もあり

増加したが、全国１位を維持

(新)
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○ 結婚、妊娠・出産、子育てまでの切れ目のない支援体制の整備
• 結婚応援ポータルサイト｢ハピネスナビ信州｣により、県内の婚活イベントや結婚⽀援情報を発信(R2:

掲載イベント数122件、掲載イベント参加者数1,155人)
• 市町村が子どもや子育て家庭の様々な課題を早期に把握し、解決・改善につなげる｢子ども家庭⽀

援ネットワーク｣の普及を促進
• 妊娠、出産、育児の不安解消に向けた助産師による電話相談｢妊娠〜子育てほっとライン信州｣を実

施(R2:相談件数249件)
• 市町村が⾏う子ども等に対する医療費自⼰負担分への助成に係る経費の一部を⽀援(R2:乳幼児

等246,032人、ひとり親家庭等38,814人)
• 市町村が⾏う第３子以降の保育料の軽減に係る経費の一部を⽀援(R2:対象者2,143人)

○ 障がいへの理解の促進と障がいのある⽅の社会参加の支援
• 障がいへの理解の促進と⼿助けや配慮を実践する｢信州あいサポート運動｣の推進(H30〜R2:研修

受講者12,749人)
• 相談や緊急受け入れ等のサービス提供を⾏う地域生活⽀援拠点を全圏域に整備(R2末:10圏域

12か所)
• 特別⽀援学校への就労コーディネーターの配置(R2:就労コーディネーターの⽀援による就労件数41

件)

○ シニア世代が経験や知識を活かして活躍できる社会づくりを推進
• シニア活動コーディネーターが⽀援(H30:6人から11人に増員)
• シニア大学において実践者を育成(R1年度卒業者数:一般コース609人、専門コース14人)
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経済的負担 心理的負担等

（目標）（基準）

％

年

出典︓⻑野県⺠の結婚・出産・子育てに関する調査（県⺠⽂化部）

 ｢障がいのある人もない人も共に⽣きる⻑野県づくり条例｣の制定を踏まえた
共⽣社会を実現

○ 障がい者が暮らしやすい地域づくり 9561万4千円(4353万1千円）
⇒県民文化部11、健康福祉部21・22、産業労働部22

• 事業者の合理的配慮を推進するため、優良事業者の取組を紹介、障がい者に配慮した事業者の認定制度
を創設

• 障がい者から相談を受け、紛争の防止・解決を図る｢共生社会づくり調整委員会｣を設置
• 障がい者の雇用を促進するため、従業員規模の小さい企業が障がい者雇用を始める際の助成金を創設

○ 障がい者の社会参加の促進 5886万4千円(5776万9千円）⇒健康福祉部29・30、観光部3
• 障がい者が芸術文化活動に参加する機会を拡大するため、｢障がい者芸術文化活動支援センター｣を創設
• 誰でも楽しむことができる山岳高原観光地域づくりの実現に向けて、県内各地の取組や魅力を発信する

フォーラムの開催、専門人材の育成等を通じ、信州型ユニバーサルツーリズムを推進
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出典︓高年齢者の雇⽤状況(厚生労働省)

 シニア世代がいきいき活躍する｢人⽣二毛作社会｣を実現
○ シニア世代の活躍の推進 1億1936万2千円(1億2010万9千円)⇒健康福祉部27

• 長野県長寿社会開発センターによるシニアの生きがいづくりの機会の創出や、シニアが地域で活躍でき
る仕組みづくりをシニア活動推進コーディネーターが支援

○ 高齢者の就業支援 683万8千円(690万6千円)⇒産業労働部22
• 高齢者の多様な就業機会を確保するため、長野県シルバー人材センター連合会が実施する各種事業や会

員の獲得を支援

 若者・子育て世代の希望を実現
○ 若者の出会いや結婚の希望を実現 9526万8千円(4288万3千円)

⇒県民文化部10、産業労働部21
• 新たな出会いの場を創出するため、異業種間のマッチングを促進
• 新婚夫婦及び結婚予定のカップルが協賛店等で特典を受けられる結婚応援パスポートの仕組みを創設
• 若者の県内就職・定着を促進するとともに、経済的な不安の解消を図るため、令和５年度導入予定の奨

学金返還支援制度を周知

○ 不妊・不育症に悩む方への支援 3億4415万6千円※(7億3322万2千円)⇒健康福祉部28
• 不妊の早期治療を促すため、夫婦が不妊に関する検査を共に受けた場合の費用を県が独自に支援
• 不妊治療の負担軽減を図るため、保険が適用されない先進医療の治療費を県が独自に支援

○ 子ども・子育て支援 20億6404万6千円※(15億1018万2千円)
⇒県民文化部13・14、健康福祉部16・28、教育委員会10

• 市町村が行う乳幼児等への医療費助成について、県の通院補助の対象年齢を｢未就学児まで｣から｢小学
校３年生まで｣に拡充

• 妊娠から子育てまで切れ目のない支援体制を構築するため、児童家庭支援センターを増設(５か所⇒６
か所)

(新)

５ 誰にでも居場所と出番がある県づくり
令和４年度の主な取組(R4当初・R3.1月補正)これまでの主な取組と関連目標の進捗状況

(新)

(新)

(新)

(新)
(新)

(新)

目標値に向けて増加

コロナの影響で求人が減少し、
R2年度は低下

目標値を超え順調に上昇

「経済的負担」は半数以上の人が負担感を感じ、
「心理的負担等」は悪化

(新)

 子どもの健やかな成⻑と自⽴に向け、寄り添った支援を推進
○ 子どもの可能性を最大限伸ばす特別支援学校への改革 9629万円(5337万4千円)

⇒教育委員会14
• 自立活動教員25名の増員により、専門性サポートチームの機能を強化
• 児童生徒の多様な学びに対応するLD等通級指導教室を増設

(新)
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○ 地域振興局⻑がリーダーシップを発揮し、地域の関係者が一体となり地
域の課題を解決
• 地域の課題解決や活性化に向けた取組を実施(R2:地域振興推進費 131事業)
• モデル的で発展性のある事業を⽀援(R2:地域発 元気づくり⽀援⾦ 359事業)

○ 地域の拠点、基盤づくりの推進
• 小さな拠点や、地域運営組織の形成に取り組む市町村に対し、情報提供や助言などの⽀援を実施

(R2:取組市町村数 小さな拠点29、地域運営組織30)
• 地域おこし協⼒隊の受入・定着の促進を図るため、研修等を開催(R2:初任者研修37人、スキルアッ

プ研修18人)

○ 消防団が活動しやすい環境づくりの整備
• 消防団協⼒事業所に対する応援減税制度等による優遇措置を実施(R2末:1,168事業所)
• 消防団員及びその家族等に割引等の特典サービスを⾏う店舗を登録(R2末:1,405店舗)

○ 市町村に対する⾏財政の支援
• 県と市町村の在り⽅や市町村に影響を及ぼす県の施策の企画、⽴案等について、｢県と市町村との協

議の場｣で協議(H23〜:22回)
• ｢⻑野県過疎地域持続的発展⽅針｣に基づき、｢⻑野県過疎地域持続的発展計画｣を策定(R3)し、

県内過疎市町村等と連携しながら、過疎地域の持続的発展に向けた取組を⽀援

○ 様々な企業・団体との連携による協働の推進
• ⺠間企業や大学などとの包括連携協定等により、様々な取組を実施(R3.12末:協定締結数43件)
• SDGs推進企業登録制度により、県内企業のSDGsの取組を促進(R3.10:登録延べ1,145者)

６ 自治の力みなぎる県づくり
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令和４年度の主な取組(R4当初・R3.1月補正)これまでの主な取組と関連目標の進捗状況
 地域の特⻑を活かした個性豊かな地域づくりを推進
○ 地域の強みや特性を最大限活かした地域の活性化
8億5823万8千円(9億348万6千円)⇒企画振興部11
• ｢地域発 元気づくり支援金｣により、地域の元気を生み出す住民主体の取組を支援
• 地域振興推進費により、地域課題解決のための事業を実施

○ 地域づくり活動の担い手や担い手を支援する人材の育成・確保
2113万4千円(2045万9千円)⇒企画振興部12
• 県地域おこし協力隊員の配置や研修等の開催により、市町村協力隊員の円滑な受入れや活動を支

援
• 住民の対話と学びを促進するとともに、その活動に寄り添う人材の活動を支援

○ 信州消防団の充実・強化 617万8千円(622万2千円)⇒危機管理部
• 消防団協力事業所に対して応援減税制度等の優遇措置を実施
• 信州消防団員応援ショップ登録店舗の充実等により、消防団の活動環境を整備

 地域で安⼼して暮らし続けられるよう、県と市町村の広域連携を推進
○ 市町村の広域連携の推進 3600万円(3600万円)⇒企画振興部13

• 市町村の持続的・効果的な行政サービスの提供に資するため、国の支援制度が適用されない地域
の市町村が広域的に連携して実施する事業に対して助成

○ 水道事業の広域化の推進 6995万8千円(1億465万8千円)⇒環境部、企業局2・3
• 水道の基盤強化を図るため、広域化・広域連携に向けた取組を推進

 多様な主体と連携・協働し、持続可能で魅⼒的なまちづくりを推進
○ 持続可能で最適な地域公共交通システムの構築 477万5千円⇒企画振興部7

• 地域公共交通の持続的発展のため、全県レベルの法定協議会において、交通事業者・国・市町村
等とともに、最適な公共交通ネットワークを再構築

○ 協働・共創の推進 875万5千円(1512万円)⇒県民文化部16
• 多様な主体が参画して効果的な事業構築・課題解決につなげる｢共創ラボ｣を展開
• 協働コーディネートデスクを設置し、民間の多様な主体と県との協働を推進

○ サステナブルNAGANO共創プラットフォーム(仮称)の始動 1813万4千円⇒環境部2
• 多様な主体の力の結集によりゼロカーボン社会の実現を目指すプラットフォームを始動し、気候

危機に立ち向かう県民の輪を拡大

○ 信州地域デザインセンター(UDC信州)による快適で賑わいのあるまちづくりの
推進 4723万4千円(2084万4千円)⇒建設部14
• 公・民・学が連携し、それぞれの得意分野やネットワークを活かし、多彩な視点から、市町村と

協働してまちづくりを推進

目標値を超え順調に増加
増加傾向で地域への定着
が進んでいる

全国上位は維持しているものの
基準値から継続して悪化

コロナの影響による事業の
自粛等のため、減少
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（単位　千円）

(A)
―
(B)

％

104.1

103.2

102.6

１　令和４年度当初予算総括

一 般 会 計

会 計 別

（B）

1,084,896,724

比　　　　　較

（A）

令和３年度
当初予算額

(A)　―　(B)

令和４年度
当初予算額

特 別 会 計

企業特別会計

42,566,049

14,002,226447,302,838 433,300,612

1,094,84941,528,62542,623,474

1,042,330,675

1



２　令和４年度一般会計予算  

（単位　千円）

（歳　入）

（歳　出）

　目 的 別

　性 質 別

246,433,649

22.7%

16,247,495

1.5%

120,866,963

11.1%

153,496,788

14.2%

547,851,829

50.5%

歳 出

1,084,896,724
100.0%

人 件 費

公 債 費

投資的経費

扶 助 費
その他行政費

208,045,482

19.2%

192,656,737

17.8%

133,924,992

12.3%
121,423,324

11.2%

113,415,883

10.4%

105,417,153

9.7%

64,249,233

5.9%

45,096,813

4.2%

41,352,259

3.8%

39,710,915

3.7%
10,790,406

1.0%

8,813,527

0.8%

歳 出

1,084,896,724
100.0%

教 育 費

土 木 費

公債費 民 生 費

商 工 費
警 察 費

諸 支 出 金

農林水産業費

総 務 費

衛 生 費

その他

災害復旧費

244,497,284

22.5%

209,291,935

19.3%

206,135,000

19.0%

160,261,486

14.8%

100,464,000

9.3%

80,520,000

7.4%

39,247,001

3.6%

21,433,078

2.0%
16,367,652

1.5%
6,679,288

0.6%

歳 入

1,084,896,724
100.0%

地 方 交 付 税

県 税
県 債

国庫支出金 諸 収 入

地方消費税清算金

繰入金

地方譲与税
そ の 他

使用料及び手数料

2



　　（１）　　歳　 入

（単位　千円）

区　　　　　　分 (A)
―
(B)

％ ％ ％

1 県 税 22.5 20.8 112.8

2
地 方 消 費 税
清 算 金

9.3 9.4 102.4

3 地 方 譲 与 税 3.6 2.5 148.0

4
地 方 特 例
交 付 金

0.1 0.1 94.8

5 地 方 交 付 税 19.0 19.9 99.6

6
交通安全対策
特 別 交 付 金

0.1 0.1 101.8

7
分 担 金 及 び
負 担 金

0.2 0.2 110.4

8
使 用 料 及 び
手 数 料

1.5 1.6 98.6

9 国 庫 支 出 金 14.8 13.7 112.0

10 財 産 収 入 0.1 0.1 95.8

11 寄 付 金 0.1 0.1 124.2

12 繰 入 金 2.0 2.2 92.3

13 繰 越 金 0.0 0.0 100.0

14 諸 収 入 19.3 17.3 116.2

15 県 債 7.4 12.0 64.6

100.0 100.0 104.1

(A)　―　(B)

100,464,000

209,291,935

2,417,543

21,433,078

143,041,388

1,384,633

1

180,097,214

833,630

23,212,353

12,728,000

△ 72,000

△ 848,000

10,000

0

27,824,825

比　　　　　較

合　　　　計

構
成
比

（B）

△ 44,219,000

42,566,049

令和３年度
当初予算額

244,497,284 216,672,459

98,092,000

26,519,001

1,397,000

206,983,000

565,000

2,189,311

16,604,685

1,084,896,724

124,739,000

令和４年度
当初予算額

（A）

構
成
比

39,247,001

1,325,000

206,135,000

575,000

1

16,367,652

160,261,486

1,042,330,675

1,034,983

2,372,000

201,353

△ 1,779,275

29,194,721

228,232

△ 237,033

17,220,098

△ 57,8721,326,761

80,520,000

3



　　（２）　　歳　出（目的別）

（単位　千円）

区　　　　　　分 (A)
―
(B)

％ ％ ％

1 議 会 費 0.1 0.1 100.7

3.7 4.5 84.3

3 民 生 費 12.3 12.2 105.2

4 衛 生 費 5.9 3.8 163.8

5 労 働 費 0.2 0.3 80.4

0.5 0.5 90.7

7 農林水産業費 3.8 4.1 96.2

8 商 工 費 19.2 17.1 117.0

9 土 木 費 10.4 10.7 101.2

10 警 察 費 4.2 4.4 98.7

11 教 育 費 17.8 18.7 98.8

12 災 害 復 旧 費 1.0 1.9 55.4

13 公 債 費 11.2 11.8 99.1

14 諸 支 出 金 9.7 9.9 102.0

15 予 備 費 0.0 0.0 100.0

100.0 100.0 104.1

比　　　　　較

9,748

127,293,635

39,222,339

△ 7,407,618

1,424,581

47,118,533

構
成
比

6,631,357

25,026,894

2,088,230

122,485,059

(A)　―　(B)

△ 582,206

△ 2,247,581

（A）

2 総 務 費

環 境 費6

合　　　　計

1,434,329

39,710,915

194,904,318

19,473,736

113,415,883

133,924,992

64,249,233

2,536,357

4,742,841

208,045,482

令和４年度
当初予算額

構
成
比

令和３年度
当初予算額

100,000

1,084,896,724

105,417,153

1,042,330,675

100,000

192,656,737

10,790,406

45,096,813

（B）

3,154,914

5,230,173

43,003,321

△ 1,061,735

△ 618,557

△ 487,332

△ 1,651,062

30,193,934177,851,548

103,328,923

121,423,324

112,060,576

45,679,019

41,352,259

△ 8,683,330

1,355,307

0

42,566,049

4



　　（３）　歳　出（性質別）

（単位　千円）

区　　　　　　分 (A)
―
(B)

％ ％ ％

22.7 23.8 99.2

1.5 1.6 101.1

11.1 11.7 99.1

14.2 15.5 94.7

一般公共事業費 8.3 8.6 100.4

災害公共事業費 1.0 1.8 55.0

一般単独事業費 3.1 3.5 93.1

災害単独事業費 0.0 0.0 89.2

直轄事業負担金 1.8 1.6 113.4

50.5 47.4 110.9

100.0 100.0 104.1

人 件 費

そ の 他 行 政 費

投 資 的 経 費

公 債 費

扶 助 費

構
成
比

合　　　　計

令和３年度
当初予算額

構
成
比

16,076,415

246,433,649

16,247,495

248,349,767

42,566,049

△ 2,495,810

△ 26,125

2,243,965

53,971,358

153,496,788

89,857,411

10,575,136

121,962,655120,866,963

162,061,367

89,486,815

19,232,341

△ 8,564,579

370,596

△ 8,657,205

△ 1,095,692

1,084,896,724

493,880,471

1,042,330,675

33,858,003

547,851,829

16,747,003

215,270

36,353,813

241,395

18,990,968

△ 1,916,118

（A） （B）

令和４年度
当初予算額

比　　　　　較

(A)　―　(B)

171,080

5



３　令和４年度特別会計予算  
（単位　千円）

区　　　　　　分 (A)
―
(B)

％

公 債 費 106.8

母 子 父 子 寡 婦
福 祉 資 金 貸 付 金

103.1

心 身 障 害 者 扶 養
共 済 事 業 費

96.9

地 方 独 立 行 政 法 人
長野県立病院機構施設
整 備 等 資 金 貸 付 金

97.5

国 民 健 康 保 険 99.0

小 規 模 企 業 者 等
設 備 導 入 資 金

95.1

農 業 改 良 資 金 84.9

漁 業 改 善 資 金 86.7

県 営 林 経 営 費 98.0

林 業 改 善 資 金 70.1

高 等 学 校 等 奨 学
資 金 貸 付 金

80.7

103.2

(A)　―　（B）

429,747

476,938

比　　　　　較

（B）

令和３年度
当初予算額

16,168,312

13,495

△ 14,784

令和４年度
当初予算額

（A）

254,977,460

6,071,449

238,809,148

443,242

462,154

5,920,401

14,002,226

△ 19,303

合　　　　計

4,122

58,676

△ 7,243

51,852

82,930

433,300,612

371,256

△ 22,070

△ 8,878

447,302,838

△ 151,048

△ 550

△ 19,873

184,570,392 186,506,224 △ 1,935,832

102,803

73,922

396,327377,024

49,798

3,572

364,013

6



４　令和４年度企業特別会計予算  
（単位　千円）

区　　　　　　分 (A)
―
(B)

％

88.5

130.3

104.8

102.6

流 域 下 水 道 事 業 19,037,166

41,528,625

21,519,188

令和４年度
当初予算額

（A）

13,364,905

10,221,403

42,623,474

3,104,919

471,952

1,094,849

9,749,451

合　　　　計

10,259,986電 気 事 業

水 道 事 業

△ 2,482,022

比　　　　　較
令和３年度
当初予算額

(A)　―　(B)

（B）

7



〔歳入〕

   引上げ分の地方消費税収　27,659,000千円

〔歳出〕 （単位：千円）

引上げ分の
地方消費税

その他

生 活 保 護 2,721,617 1,712,066 1,009,551 140,915 868,636

児 童 福 祉 16,516,044 2,340,963 14,175,081 8,373,613 5,801,468

母 子 福 祉 1,833,359 674,345 1,159,014 324,373 834,641

高 齢 者 福 祉 3,953,648 1,857,197 2,096,451 1,484,730 611,721

障 害 者 福 祉 14,005,287 650,815 13,354,472 2,015,838 11,338,634

小　計 39,029,955 7,235,386 31,794,569 12,339,468 19,455,101

国 民 健 康 保 険 17,705,521 - 17,705,521 3,029,431 14,676,090

後期高齢者医療 28,582,423 - 28,582,423 3,703,952 24,878,471

介 護 保 険 30,144,655 - 30,144,655 5,577,785 24,566,870

小　計 76,432,599 - 76,432,599 12,311,168 64,121,431

医 療 対 策 15,556,006 4,099,532 11,456,474 1,896,134 9,560,340

疾 病 予 防 対 策 5,672,021 2,877,618 2,794,403 1,112,230 1,682,173

小　計 21,228,027 6,977,150 14,250,877 3,008,364 11,242,513

136,690,581 14,212,536 122,478,045 27,659,000 94,819,045

社
会
福
祉

社
会
保
険

保
健
衛
生

合　　計

※歳出には、資料１-１「扶助費(162億円)」「社会保障関係費(1,073億円)」のほか、県立病院機構への負担金(55億円)
　や、地域医療介護総合確保基金事業(39億円)なども計上しています。

５　地方消費税引上げ分の使途

　　消費税率(国・地方)は、2014年4月1日より5%から8%に、2019年10月1日より8%から10%に引き上げられ、
　地方消費税収は、地方税法の規定により、全て「社会保障施策に要する経費」に充てることとされてい
　ます。その状況は、次のとおりです。

区　　分 金　額

財　源　内　訳

特定財源 一般財源

  8



危機管理部・・・・・10 環境部・・・・・34 建設部・・・・・57
企画振興部・・・・・11 産業労働部・・・・・37 警察本部・・・・・66
総務部・・・・・16 観光部・・・・・46 教育委員会・・・・・67
県⺠⽂化部・・・・・17 農政部・・・・・48 企業局・・・・・72
健康福祉部・・・・・22 林務部・・・・・53

６　令和４年度主要事業一覧

※事業名の下に、主に関連するSDGｓのアイコンを表示しています。

SDGs（エスディージーズ・持続可能な開発目標）

SDGｓは、2015年９月に国連で採択された「持続可能な開発のための2030年アジェンダ」に

盛り込まれた17の目標です。

長野県は「しあわせ信州創造プラン2.0」をSDGｓ達成をめざす行動計画として位置付け、

「SDGｓ未来都市」として誰一人取り残さない持続可能な社会の実現をめざしています。

詳細は以下のサイト（県HP）をご覧ください。

https://www.pref.nagano.lg.jp/kikaku/kensei/shisaku/sdgs_miraitoshi.html
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主　な　見　直　し　事　業

長　　野　　県

令和４年（2022年）２月

令和４年（2022年） ２月９日

総務部 財政課 企画係

(課長)矢後 雅司 (担当)酒井 裕司

電話：026-235-7039（直通）

電話：026-232-0111（内線2053）

FAX：026-235-7475

E-mail zaisei@pref.nagano.ｌg.jp

協議資料１－４



【歳出の削減】

1 名古屋大学御嶽山火山研究
施設運営支援事業費

危機管理防災課

2 ＧＩＳ活用推進事業費

DX推進課

3 自動車統括管理事業費
（県庁公用車リース料）

財産活用課

4 未利用県有地有効活用事業費
（新聞広告等掲載料）

財産活用課

5 芸術監督団事業費

文化政策課

6 環境エネルギー分野ビジネス
創出事業費

ゼロカーボン推進室
Ｒ ４ 見 直 し 額 175

事 業 内 容
環境エネルギー分野の技術やノウハウの製品化・サービス
化を促進するため、県内事業者の取組を部局連携体制に
より支援しています。

見直し内容・理由
より効果的な連携方法を検討することとし、本事業を廃止し
ます。

Ｒ ３ 予 算 額 175

事 業 内 容
文化芸術振興を図るため、複数の芸術分野からなる芸術監
督団（４名）を配置し、音楽公演や演劇公演、美術展示等の
様々な文化芸術事業を実施しています。

見直し内容・理由

平成28年度から６年間にわたり、県内各地で様々な文化芸
術事業を展開し、一定の成果を果たしたこと、また、その積
み重ねた業績をアーツカウンシルに引き継ぎ、発展させて
いくことから、本事業を廃止します。

Ｒ ３ 予 算 額 75,681 Ｒ ４ 見 直 し 額 75,681

事 業 内 容
未利用県有地の売却を促進するため、入札実施等の情報
を首都圏向けの新聞等に広告掲載しています。

見直し内容・理由
より有効な広報手段としてホームページ等を活用することと
し、新聞等への広告掲載を見直します。

Ｒ ３ 予 算 額 5,322 Ｒ ４ 見 直 し 額 1,919

事 業 内 容
県庁の職員が出張のために利用する公用車をリース契約
により配置しています。

見直し内容・理由
公用車の効率的な運用により稼働率を向上させることとし、
リース契約が終了する公用車のうち３台の更新を見送りま
す。

Ｒ ３ 予 算 額 14,517 Ｒ ４ 見 直 し 額 928

事 業 内 容
ＧＩＳの利活用を推進するため、ＧＩＳの専門家（ＧＩＳ活用推
進員）から、技術面での助言・指導を受けています。

見直し内容・理由
ＧＩＳ活用推進員の助言・指導により、職員のＧＩＳの利活用
が進み、所期の目的が概ね達成されたことから、本事業を
廃止します。

Ｒ ３ 予 算 額 1,809 Ｒ ４ 見 直 し 額 1,809

事 業 内 容
適切な防災対策等につなげるため、平成29年に「名古屋大
学火山研究施設」を開設し、火山観測体制の強化や迅速
かつ正確な火山情報を確保しています。

見直し内容・理由
施設備品のリース料について、名古屋大学から一部費用負
担を求め、県の負担額を縮減します。

Ｒ ３ 予 算 額 1,083 Ｒ ４ 見 直 し 額 841

主な見直し事業一覧

事　業　名 内　　容　及　び　金　額　（千円）
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事　業　名 内　　容　及　び　金　額　（千円）

7 リゾートテレワーク推進事業費

産業立地・ＩＴ振興課

8 環境対応型ものづくり普及
事業費

産業技術課

9 「はたらキッズ信州」事業費

産業人材育成課

10 テレワークによる多様な働き方
普及事業費

労働雇用課

11 緊急雇用対策助成事業費

労働雇用課

事 業 内 容
民間での新たな雇用につなげるため、「Jobサポ」を通じて
新たに正社員を雇用した事業所に対し、「緊急雇用対策助
成金」を支給し、良質な雇用の確保を図っています。

見直し内容・理由
求人数が回復傾向にあることから、「Jobサポ」における労働
局等と連携した人材不足分野への労働移動支援をより充
実させることとし、本事業を廃止します。

Ｒ ３ 予 算 額 452,563 Ｒ ４ 見 直 し 額 452,563

事 業 内 容

時間や場所にとらわれない働き方の普及のため、ＩＴスキル
アップ講座等のテレワーカー育成講座を実施するとともに、
企業に対してテレワーカーへの業務発注方法等の普及を
図っています。

見直し内容・理由
「選ばれる職場づくり推進事業」において、企業に対するテ
レワーク導入支援をより充実させることとし、本事業を廃止し
ます。

Ｒ ３ 予 算 額 12,816 Ｒ ４ 見 直 し 額 12,816

事 業 内 容
県内の子どもたちの職場体験活動を支援するため、産学官
で構成する「ふるさとを学ぶ子育てしんしゅうコンソーシア
ム」に参画し、経費の一部を負担しています。

見直し内容・理由
自主財源確保による事業の持続的運営を促進するため、
負担金額を縮減します。

Ｒ ３ 予 算 額 3,000 Ｒ ４ 見 直 し 額 2,000

見直し内容・理由
新事業の「カーボン排出量可視化・削減支援事業」におい
て、生産現場の省エネルギー化も含めて支援をすることと
し、本事業を廃止します。

Ｒ ３ 予 算 額 362 Ｒ ４ 見 直 し 額 362

事 業 内 容
製造業のエネルギー使用量を削減するため、外部指導者と
工業技術総合センター職員が共同で生産現場の省エネル
ギー化を支援しています。

事 業 内 容
信州ＩＴバレー構想の実現のため、リゾート地で一定期間、
「仕事」と「休暇」を両立する新たなライフスタイル「信州リ
ゾートテレワーク（ワーケーション）」の提案をしています。

見直し内容・理由
コロナ禍によるテレワークの普及等により「信州リゾートテレ
ワーク（ワーケーション）」が一定程度浸透してきたことから、
ＰＲ経費等を縮減します。

Ｒ ３ 予 算 額 46,512 Ｒ ４ 見 直 し 額 35,752
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事　業　名 内　　容　及　び　金　額　（千円）

12 ジョブカフェ信州正社員
チャレンジ事業費

労働雇用課

13 タイ通信販売を活用した販路
開拓事業費

営業局

14 オウンドメディアを活用した
情報発信事業費

営業局

15 観光業就業促進・生産性向上
対策事業費

観光誘客課

16 遊休農地活用総合対策事業
費（農地最適利用対策事業）

農村振興課

17 担い手育成総合支援事業費
（担い手育成支援事業）

農村振興課

事 業 内 容
地域農業の担い手の確保・育成を図るため、認定農業者を
はじめとする中核的経営体への研修会等を実施していま
す。

見直し内容・理由
研修会やセミナーをオンラインに切り替えて実施することと
し、開催に係る経費を縮減します。

Ｒ ３ 予 算 額 8,885 Ｒ ４ 見 直 し 額 246

事 業 内 容
荒廃農地の解消と発生防止のため、地域の特性を活かした
整備計画等を策定し、農地等を低コストで維持するための
周辺環境の整備や利用方策の実証等を行っています。

見直し内容・理由 利用実績等を考慮し、本事業を廃止します。

Ｒ ３ 予 算 額 10,000 Ｒ ４ 見 直 し 額 10,000

事 業 内 容
「稼ぐ」観光地づくりに向け、感染症や災害等の外的要因に
も耐え得る観光業のビジネスモデルの創出・改革に取り組
む経営者等を支援しています。

見直し内容・理由
コーディネーター配置等による集中的な支援から、これまで
の共通課題・解決事例等を広く普及啓発することとし、経費
を縮減します。

Ｒ ３ 予 算 額 5,744 Ｒ ４ 見 直 し 額 4,342

事 業 内 容
信州ブランドを効果的に訴求するため、生産者等への取材
のほか、県が保有・制作するオウンドメディアの媒体特性に
合わせた情報を付加し、情報発信しています。

見直し内容・理由
県が保有・制作するオウンドメディアのうち、銀座NAGANO
月刊広報誌「つなぐ」について、発行回数を半減（12回→6
回）するとともに、情報発信のデジタルシフトを図ります。

Ｒ ３ 予 算 額 8,084 Ｒ ４ 見 直 し 額 4,442

事 業 内 容
タイの富裕層向けの販路を獲得するため、タイ全土への物
流網を有する日系通販会社と連携し、県産品の販路開拓
を実施しています。

見直し内容・理由
日系通販会社がタイ通信販売事業から撤退したことから、
本事業を廃止します。

Ｒ ３ 予 算 額 5,000 Ｒ ４ 見 直 し 額 5,000

事 業 内 容
非正規労働者の正規就労を促進するため、職種転換につ
ながるスキルアップ職業訓練の紹介のほか、県内企業との
マッチングや職場実習を実施しています。

見直し内容・理由
求人数が回復傾向にあることから、「Jobサポ」における労働
局等と連携した人材不足分野への労働移動支援をより充
実させることとし、本事業は廃止します。

Ｒ ３ 予 算 額 133,035 Ｒ ４ 見 直 し 額 133,035
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事　業　名 内　　容　及　び　金　額　（千円）

18 県産材活用加速化推進事業
費（大径材製材品等販路拡大
事業）

県産材利用推進室

19 緑化推進事業費

森林づくり推進課

20 花フェスタ記念事業費

都市・まちづくり課

21 信州木のある暮らし推進事業費

建築住宅課

22 交通安全施設維持管理事業費

警察本部会計課

23 交番・駐在所再編整備事業費

警察本部会計課

事 業 内 容
警察力の強化を図るため、交番・駐在所の再編整備を実施
しています。

見直し内容・理由
治安情勢等を踏まえ、駐在所を統廃合して交番や複数制
駐在所を設置することで、廃止する駐在所の警察情報通信
ネットワーク委託料を縮減します。

Ｒ ３ 予 算 額 202,089 Ｒ ４ 見 直 し 額 436

事 業 内 容
交通の安全と円滑化を確保するため、交通管制センターの
集中制御による信号機の管理・運用や光ビーコンによる道
路情報の収集・提供等を行っています。

見直し内容・理由
交通量の現地調査を実施・検討した上で、集中制御が必要
のない信号機の切り離しや光ビーコン回線の集約化などに
より、回線専用料を縮減します。

Ｒ ３ 予 算 額 122,072 Ｒ ４ 見 直 し 額 2,814

事 業 内 容
県産木材の利活用を推進するため、”信州の木”のある暮ら
しの実現に向けた取組を推進しています。

見直し内容・理由

信州の木を使った二地域居住者向けコンパクト住宅のプレ
ゼンテーション等について、「信州多様な住まい方推進事
業」による情報発信と一体化して実施することとし、経費を
縮減します。

Ｒ ３ 予 算 額 3,347 Ｒ ４ 見 直 し 額 539

事 業 内 容
都市緑化信州フェアの成果を継続した都市緑化活動につ
なげていくため、フェアのメイン会場（松本平広域公園）で、
記念イベントを開催しています。

見直し内容・理由
松本平広域公園で年５回実施している花緑ボランティア
リーダー養成講座など「都市緑化推進事業」において啓発
することとし、本事業を廃止します。

Ｒ ３ 予 算 額 495 Ｒ ４ 見 直 し 額 495

事 業 内 容
県民が森林の整備活動に参加する機会を提供するため、
植樹活動を支援しています。

見直し内容・理由

県と市町村等が共催して毎年１か所で行っている県植樹祭
について、植樹活動に参加する機会を県民に幅広く提供
するため、地域ごとの分散開催に見直し、あわせて経費を
縮減します。

Ｒ ３ 予 算 額 2,137 Ｒ ４ 見 直 し 額 538

事 業 内 容
カラマツ等の県産大径材の販路拡大を図るため、工務店等
を対象とした勉強会の開催や普及啓発活動を実施していま
す。

見直し内容・理由
工務店等を対象とした商談会等の開催を行うなど、県産材
の販路拡大支援を実施することとし、本事業を廃止します。

Ｒ ３ 予 算 額 1,430 Ｒ ４ 見 直 し 額 1,430
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事　業　名 内　　容　及　び　金　額　（千円）

24 交通安全教育推進事業費

警察本部会計課

25 公立小中学校旅費審査支給
事業費

教育政策課

26 遠隔教育システム活用学習
支援事業費

学びの改革支援課

27 中山間地域新たな学び創造
事業費

学びの改革支援課

28 自然教育・野外教育推進
事業費

学びの改革支援課

事 業 内 容
自然からの学びや、たくましく生き抜く力の育成を図るた
め、自然体験を通じた仲間とのふれあい等の自然教育・野
外教育を推進しています。

見直し内容・理由
信州ならではの自然教育・野外教育に係る好事例を記載し
た「自然教育・野外教育プログラム」が策定されたことから、
プログラム策定に係る経費を縮減します。

Ｒ ３ 予 算 額 1,792 Ｒ ４ 見 直 し 額 930

事 業 内 容
中山間地域の学校間での遠隔教育の実践指導や、他校・
民間事業者等との交流を推進するため、Web会議システム
やタブレット端末等のICT機器を活用しています。

見直し内容・理由
１人１台タブレット端末環境が整備され、中山間地域のタブ
レット端末を活用した授業の取組が進み、所期の目的が達
成されたことから、本事業を廃止します。

Ｒ ３ 予 算 額 1,016 Ｒ ４ 見 直 し 額 1,016

事 業 内 容
児童・生徒の家庭での学習を支援するため、授業動画や教
材・学習課題等の閲覧可能なポータルサイト（まなびすけ信
州）を整備・運営しています。

見直し内容・理由
県立学校でZoom等を活用した独自のICT学習環境が整備
されることから、本事業を廃止します。

Ｒ ３ 予 算 額 12,936 Ｒ ４ 見 直 し 額 12,936

事 業 内 容
公立小中学校教職員の家庭訪問や学校行事への引率、会
議や研修等に出張する際の旅費請求について、審査・支
給事務等を県下４教育事務所で実施しています。

見直し内容・理由
教育事務所が所掌する旅費審査事務等を本庁に集約する
ことで専門性の強化や効率化が図られることから、職員体
制を見直し、定数の削減を図ります。

Ｒ ３ 予 算 額 30,456 Ｒ ４ 見 直 し 額 5,670

事 業 内 容

交通事故を起こした高齢運転者のうち、特に自動車の運転
指導が必要な方に、指定自動車教習所で実車を使用した
実技・座学講習（シルバー技能アップ講習）を実施していま
す。

見直し内容・理由
道路交通法の一部改正に伴い、75歳以上で一定の交通違
反歴がある高齢者の免許更新時に運転技能検査が導入さ
れることから、本事業を廃止します。

Ｒ ３ 予 算 額 2,000 Ｒ ４ 見 直 し 額 2,000
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事　業　名 内　　容　及　び　金　額　（千円）

29 科学教育推進事業費

学びの改革支援課

30 生涯スポーツ推進事業費

スポーツ課

【歳入の確保】

1 クラウドファンディング型
ふるさと信州寄付金の募集

こども若者局次世代サポート課

2 在職者訓練事業費

産業人材育成課

3 試験研究普及事業費

信州の木活用課

4 県立歴史館事業費

文化財・生涯学習課

※一部の事業について、予算要求概要公表時から変更があります。

（信州チャレンジスポーツDAY） 事 業 内 容

県民の誰もが主体的にスポーツに親しむ生涯スポーツ社会
を実現するため、幅広い年齢層の方が参加し、相互交流に
よるスポーツに親しむきっかけとなるイベント開催を支援して
います。

見直し内容・理由
市町村等が主体となって地域のスポーツ振興の活動が行
えるよう、既存のスポーツ振興施策において支援することと
し、本事業を廃止します。

Ｒ ３ 予 算 額 260 Ｒ ４ 見 直 し 額 260

事 業 内 容
長野県のものづくりを支え、社会のイノベーションをけん引
する理系人材を育成するため、高等学校が企画した大学・
研究機関・企業での研修を支援しています。

見直し内容・理由
タブレット端末整備や研修先とのつながりにより、オンライン
を活用した研修が可能となったことから、旅費に係る経費を
縮減します。

Ｒ ３ 予 算 額 19,545 Ｒ ４ 見 直 し 額 9,127

項　　　　目 内　　容　及　び　金　額　（千円）

見 直 し 内 容
信州こどもカフェ運営支援事業の財源を確保するため、事
業内容や目標額を明示し、期間を定めてふるさと信州寄付
金を募ります。

歳 入 科 目 寄付金 Ｒ ４ 効 果 額 1,640

見 直 し 内 容
在職者訓練の講座内容を充実するため、受講料を講座内
容の専門性等に応じて３段階の設定に見直します。

見 直 し 内 容
「歴史館パートナー」の協賛企業等を広く募り、寄付金を募
集するとともに、新たにミュージアムグッズを作成・販売する
ことにより、歳入確保を図ります。

歳 入 科 目 寄付金・諸収入 Ｒ ４ 効 果 額 955

歳 入 科 目 使用料及び手数料 Ｒ ４ 効 果 額 5,819

見 直 し 内 容
林業総合センターが実施する木材理化学試験及び林木の
種子発芽試験の手数料を見直します。

歳 入 科 目 使用料及び手数料 Ｒ ４ 効 果 額 210
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危機管理部

課室名 電話 ファックス メールアドレス

危機管理防災課 026-235-7408 026-233-4332 bosai@pref.nagano.lg.jp

企画振興部

課室名 電話 ファックス メールアドレス

DX推進課 026-235-7072 026-235-0517 dx-promo@pref.nagano.lg.jp

総務部

課室名 電話 ファックス メールアドレス

財産活用課 026-235-7043 026-235-7474 zaikatsu@pref.nagano.lg.jp

県民文化部

課室名 電話 ファックス メールアドレス

文化政策課 026-235-7281 026-235-7284 bunka@pref.nagano.lg.jp

こども若者局次世代サポート課 026-235-7207 026-235-7087 jisedai@pref.nagano.lg.jp

環境部

課室名 電話 ファックス メールアドレス

ゼロカーボン推進室 026-235-7022 026-235-7491 zerocarbon@pref.nagano.lg.jp

産業労働部

課室名 電話 ファックス メールアドレス

産業立地・ＩＴ振興課 026-235-7193 026-235-7496 ritti-it@pref.nagano.lg.jp

産業技術課 026-235-7196 026-235-7496 sangi@pref.nagano.lg.jp

産業人材育成課 026-235-7199 026-235-7328 jinzai@pref.nagano.lg.jp

労働雇用課 026-235-7118 026-235-7327 rodokoyo@pref.nagano.lg.jp

営業局 026-235-7248 026-235-7496 eigyo@pref.nagano.lg.jp

観光部

課室名 電話 ファックス メールアドレス

観光誘客課 026-235-7253 026-235-7257 kankoshin@pref.nagano.lg.jp

農政部

課室名 電話 ファックス メールアドレス

農村振興課 026-235-7242 026-235-7483 noson@pref.nagano.lg.jp

林務部

課室名 電話 ファックス メールアドレス

信州の木活用課 026-235-7274 026-235-7364 ringyo@pref.nagano.lg.jp

県産材利用推進室 026-235-7266 026-235-7364 mokuzai@pref.nagano.lg.jp

森林づくり推進課 026-235-7275 026-234-0330 shinrin@pref.nagano.lg.jp

建設部

課室名 電話 ファックス メールアドレス

都市・まちづくり課 026-235-7296 026-252-7315 toshi-machi@pref.nagano.lg.jp

建築住宅課 026-235-7339 026-235-7479 kenchiku@pref.nagano.lg.jp

警察本部

課室名 電話 ファックス メールアドレス

会計課 026-233-0110 026-232-1110 police-kaikei@pref.nagano.lg.jp

教育委員会事務局

課室名 電話 ファックス メールアドレス

教育政策課 026-235-7421 026-235-7487 kyoiku@pref.nagano.lg.jp

学びの改革支援課 026-235-7433 026-235-7495 kyogaku@pref.nagano.lg.jp

文化財・生涯学習課 026-235-7439 026-235-7493 bunsho@pref.nagano.lg.jp

スポーツ課 026-235-7447 026-235-7476 sports-ka@pref.nagano.lg.jp

《　　連　　絡　　先　　》
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１ 提案等の概要 

(１) 事業提案 
主たる効果を当該地域に発現させるため、複数の事業を地域の目線から一体的に実施する提案 

提案件数：14 件 新たなパッケージ化を提案 ８件 
既存のパッケージを拡充    ６件 

 

地域の取組が全県的な取組に広がることで、県全体の効果につながる提案 
提案件数：１件  

 

(２) 現行事業への意見、要望 
各部局が実施している現行事業に対する改善意見・要望 

意見・要望件数：９件 事業の改善・充実 ８件 

事業対象の拡大   １件 

 

  

地域振興局長からの提案、意見等の予算への反映状況について 
 

（令和４年度当初予算案等） 

令和４年（2022 年）２月 ９日 
企画振興部地域振興課 
（課長）渡邉卓志 
（担当）三森和子  原 良輔 

電話：026-235-7023（直通） 
   026-232-0111（内線 3783） 
FAX ：026-232-2557 
E-mail:shinko@pref.nagano.lg.jp 

協議資料１－５ 
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２ 予算案への反映状況 

(１) 事業提案 

 新たなパッケージ化を提案 

地 域 

振興局 提案項目 提案概要 提案への主な対応 担当 

部局 

佐久 

浅間山の火山防

災体制の強化と普

及啓発 

地元住民の暮らしや登山者・観光客の安全を守るため、大規模噴火を想定し

た広域避難計画の策定をはじめ、防災体制の整備を進めるとともに、防災意識の

高揚を図る。 

また、火山対策業務を行う自治体職員の資質の向上と関係する機関の連携を

深め、起こり得る大規模噴火災害に対応できる組織を構築する。 

 

（パッケージの内容） 

【新】 浅間山火山噴火警戒避難システムの改修 …①  

【新】 浅間山の歴史や文化を学ぶ防災セミナーの開催 …②  

【新】 浅間山火山マイスター（仮称）制度創設に向けた検討 …③  

◇ 大規模噴火を想定した広域避難計画の策定 

◇ 県と市町村等における情報共有と連携体制の確立に向けた防災訓練の実

施 等 

①次の事業の中で実施します。 

 ・火山噴火緊急減災対策事業        25,000 千円 

 

②次の事業の中で実施します。 

 ・生涯学習推進センター研修事業      1,907 千円 

 

③御嶽山火山マイスター制度等の火山防災に関する

取組を他の火山に活かすことができるよう次の事業

を実施します。 

 ・火山防災協議会連携促進事業 

    187 千円  

建設部 

教育委員会 

危機管理部 

上田 

移住後のケアサポ

ートによる移住・定

住の促進 

地方回帰の流れを加速させ、市町村が行う移住者へのケアサポート事業を支

援するため、移住後の地域定着に向けた相談体制の整備や移住セミナー等の

開催による移住促進に向けたプロモーションの強化を図る。 

 

（パッケージの内容） 

【新】 市町村が取り組む移住者定着に向けた相談体制整備に対する支援 …① 

◇ 信州暮らし案内人の配置 

◇ 移住者への就業・創業支援 

◇ 農業未経験の移住希望者に対する農ある暮らし方の支援 

◇ 市町村との共同によるオンライン移住セミナーの開催 等 

①田舎暮らし「楽園信州」推進協議会とも連携し、引き

続き移住相談担当窓口として「移住コンシェルジュ」

を市町村に設置するとともに、先輩移住者を「信州暮

らしパートナー」として委嘱するなど、相談体制の支

援を行います。 

企画振興部 

産業労働部 

農政部 

※提案概要欄の◇印の事業は、既存の事業・予算（地域振興局長裁量経費を含む）を
パッケージに組み入れるものです。 
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地 域 

振興局 提案項目 提案概要 提案への主な対応 担当 

部局 

南信州 
ゼロカーボン情報

の充実と窓口設置 

ゼロカーボンに関する情報を充実・体系的に整理するとともに、学びの機会を

提供することで、県民や事業者の再生可能エネルギー等導入に向けた取組を加

速させる。 

 

（パッケージの内容） 

【新】 ゼロカーボン情報の整理・充実と相談窓口設置 …①  

【拡】 信州環境カレッジの利用促進（学習ツールのライブラリー化） …②  

◇ 南信州環境メッセ 2022 の開催 

◇ 「2050 ゼロカーボン」に向けた情報発信 

◇ 太陽光ヘルプデスクの開設  

①ゼロカーボン情報を広く、分かりやすく発信するた

め、次の事業の中でウェブサイトの構築に取り組みま

す。 

・サステナブル NAGANO 共創プラットフォーム 

（仮称）事業                 18,134 千円 

 

②いつでも、どこでもゼロカーボンを学べる環境の整備

が重要であることから、次の事業の中でＷＥＢ講座の

充実に取り組みます。 

・「信州環境カレッジ」事業         23,537 千円 

・2050 ゼロカーボン県民行動促進事業 

        17,217 千円 

環境部 

松本 

ＷＥＢ長野県農政

ガイド（長野県農

政情報ホームペー

ジ）の設置運営 

県が関与している農政関係の施策・事業・制度資金等のうち、公開できる情報

を一元化して掲載及び検索できる専用ホームページを作成し、市町村をはじめと

した関係機関・農業者が利用しやすい環境を整備する。 

 

（パッケージの内容） 

【新】 農政関連事業等の情報整理 …①  

【新】 「WEB 長野県農政ガイド」の制作及び維持管理…②  

①②現在、県ホームページにおいて「施策別予算・主

要事業の概要」をはじめ、補助金・交付金の情報に

ついては、農林水産省のホームページにリンクを設

定するなど、農業者に必要な情報の発信に努めてい

ます。 

提案の主旨を踏まえ、農業者や関係団体等にとっ

て、より使いやすいホームページとなるよう、他部局

や他団体の発信方法も参考にしながら、外部委託で

はなく、県ホームページにおいて効果的な情報発信

に努めていきます。 

農政部 

松本 

デジタル&アナログ

農作業安全啓発

（農作業安全の啓

発を様々な手段で

実施） 

安全な農作業を啓発するため、「農作業事故アラートアプリ」を開発するなど、

農業者へ確実に「伝え」、「対策をとってもらう」ためのデジタル・アナログを駆使し

た広報活動を実施する。 

 

（パッケージの内容） 

【新】 「農作業事故アラートアプリ」の開発及び維持管理 …①  

【拡】 救急救命講習の普及 …②  

【拡】 農業機械安全講習会の開催支援と啓発ツールの拡大 …③  

①農作業事故の大半は高齢者によるものであることか

ら、高齢者のスマートフォン普及率を踏まえた検討が

必要と考えます。しかし、農作業事故を減らす取組は

必要なことから、農林水産省が推奨している農作業時

における携帯電話の携帯をあらゆる機会を捉えて啓

発していきます。 

 

②松本地域での実施状況を踏まえ、他地域での展開

について検討します。 

 

③農作業事故防止の啓発は、草の根で無理のない範

囲で長く続けていくことが大切と考えています。あら

ゆる機会に啓発活動ができるよう動画を作成したの

で活用をお願いします。 

農政部 
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地 域 

振興局 提案項目 提案概要 提案への主な対応 担当 

部局 

長野 
自転車を活用した

観光振興 

近年、E-bike などを活用したサイクルツーリズムに取り組む団体が増加傾向に

あり、新たな体験観光の受け皿を広げるため、地域の観光協会や市町村等にお

ける設備の整備に合わせ、関係団体と連携し、サイクリングガイドの養成やサイク

リングルートの設定、広域的な連携の強化など、ソフト面の取組を推進する。 

 

（パッケージの内容） 

【拡】 サイクルツーリズム受入人材の育成 …①                                                                                       

◇ 長野・北信地域におけるサイクルツーリズムの推進  

・モデルルートの設定と誘客、専用サイトの充実 等 

◇ サイクリング環境の整備 

・案内標識や路面標示の設置 

①次の事業の中で実施します。 

  ・「Japan Alps Cycling」 ブランド構築事業 

                        4,400 千円 

観光部 

建設部 

長野 

産業分野における

脱炭素の取組推

進 

「2050 ゼロカーボン」の推進に向けて、民間団体と連携した啓発活動に取り組

んでいるが、産業分野における促進のため、支援機能の強化や取組成果の見え

る化などにより、中小企業をはじめとした事業者のゼロカーボンに向けた取組を

加速させる。 

 

（パッケージの内容） 

【新】 中小企業におけるゼロカーボンの取組に対する支援強化 …①  

   ・コーディネーター機能の強化、CO2 削減成果の可視化 等 

【新】 入札参加資格審査における取組の評価 …②  

①次の事業の中で実施します。 

・ゼロカーボン関連技術開発等促進事業 

（カーボン排出量可視化・削減支援事業） 

9,718 千円 

 

②事業活動温暖化対策計画書制度（環境部）の第４次

計画（R5～R7）にあわせ導入を検討します。 

産業労働部 

会計局 

林務部 

建設部 

北信 

北信地域協力隊

ネットワーク構築の

サポート（地域おこ

し協力隊に対する

起業・創業・定着

支援の充実） 

地域おこし協力隊員の地元への定着率向上のため、関係者や協力者とのつ

ながりを強化する機会を創出し、起業への課題や目的に応じた情報提供、専門

的支援へのつなぎなど一体的なサポートを行う。 

 

（パッケージの内容） 

【新】 北信地域協力隊サポートデスクの設置 …①  

◇ 地域おこし協力隊向け起業・創業支援  

◇ 地域おこし協力隊の定着支援（研修会の開催）  

◇ 地域おこし協力隊サポートネットワーク会議の開催 

①地域おこし協力隊の定着率向上に向けて、地域振

興局と連携して次の事業を実施します。 

・地域おこし協力隊受入・活躍支援事業 

 4,590 千円  

企画振興部 
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 既存のパッケージを拡充 

地 域 

振興局 
提案項目 提案概要 提案への主な対応 

担当 

部局 

佐久 

佐久地域への移

住・定住・つながり

人口の増加 

首都圏に最も近い佐久地域への移住を促進するため、20 代から 40 代の子育

て世代を対象とした移住関連施策を一体的に展開する。 

 

（パッケージの内容） 

【新】 県産材を活用した山間部への移住者向け空き家のリフォーム …①  

【新】 農ある暮らしを楽しむための農業アドバイザーの設置 …②  

【新】 移住者交流会の開催 …③  

◇ 佐久地域におけるテレワーク・ワーケーションの情報発信 等 

①オフィス空間や店舗等の木質化については、次の事

業の中で実施します。 

・木づかい空間整備事業         32,250 千円 
 
また、住宅については、次の事業の中で「信州健

康ゼロエネ住宅指針」に沿ったリフォームへの支援

を行います。 

・信州健康ゼロエネ住宅普及促進事業 

（新築住宅への支援分を含む）    345,370 千円 

 

②県内各地の農ある暮らしに対するアドバイス業務に

ついては、令和４年度から地域サポーター登録制度

を導入することにより相談体制を拡充し、相談業務の

充実を図ります。 

 

③田舎暮らし「楽園信州」推進協議会とも連携し、県内

４地区で実施します。 

林務部 

建設部 

農政部 

企画振興部 

諏訪 

諏訪湖を活かした

まちづくり(諏訪湖

創生ビジョンの推

進) 

 諏訪湖の水環境保全を統合的に推進し、湖辺面活用とまちづくりを一体的に進

め、「泳ぎたくなる諏訪湖」「シジミが採れる諏訪湖」「誰もが訪れたくなる諏訪湖」

の実現を目指す。 

 

（パッケージの内容） 

【新】 諏訪湖有用水産資源増殖技術の開発 …①  

   ・ワカサギの採卵安定化及びテナガエビ類の増大 等 

【新】 諏訪湖創生ビジョンの改定 …②  

【拡】 諏訪湖環境研究センター（仮称）の整備 …③  

◇ 「諏訪湖の日」の周知 

◇ 諏訪湖流域における循環資源（ヒシ堆肥）の利用促進 

◇ 諏訪湖水辺整備（水草除去等による水質改善） 

◇ 諏訪湖周サイクリングロードの整備  等 

次の事業の中で実施します。 

①水産試験場試験研究費       16，862 千円 

 

②諏訪湖創生ビジョン推進事業     21,777 千円 

 

③諏訪湖環境研究センター（仮称）整備事業 

      162,796 千円     

農政部 

環境部 

建設部 

林務部 
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地 域 

振興局 提案項目 提案概要 提案への主な対応 担当 

部局 

諏訪 

八ヶ岳・霧ヶ峰の

魅力を活かした地

域づくりの推進 

八ヶ岳・霧ヶ峰の魅力を活かした地域の活力を創出するため、特色ある観光素

材の広域展開や地域の生態系・景観の保全等を一体的に推進する。 

 

（パッケージの内容） 

【新】 観光客にもわかりやすい交差点の整備 …①  

【拡】 八ヶ岳・霧ヶ峰エリアの森林整備 …②  

・森林整備を行う地域活動への支援 

・眺望及び林間道路に相応しい景観を確保した観光地域づくり 

【拡】 霧ヶ峰自然保護センターのエコツーリズムの拠点としての機能強化 …③ 

◇ 八ヶ岳・霧ヶ峰の魅力を活かした地域づくりに向けたタウンミーティングの 

開催 

◇ ユニバーサルツーリズム、サイクルツーリズムの推進 

◇ 日本遺産「星降る中部高地の縄文世界」のブランド力強化 

◇ 登山道等の整備 等 

①現状の特異な形状の交差点を、景観や環境にも配

慮した分かりやすい形状の交差点へ改良するための

検討を行います。 
 
②次の事業の中で実施します。 

・みんなで支える里山整備事業    350,000 千円 

・里山整備利用地域活動推進事業 

32,382 千円 

・観光地等魅力向上森林景観整備事業 

12,900 千円 
 
③次の事業の中で実施します。 

・自然公園施設管理運営事業 

（霧ヶ峰自然保護センター）        11,451 千円 

・信州ネイチャーセンター構築事業    3,274 千円 

建設部 

林務部 

環境部 

木曽 

木曽らしい暮らしを

維持する地域づく

り 

豊かな自然の中で健やかに過ごしていく木曽らしい暮らしを維持するために、

町村の広域的な取組を支援するとともに、林業の活性化、CO2 吸収源確保のた

め、森林整備や県産材の利用を促進する。 

また、御嶽山ビジターセンター開館を契機とした地域活性化に取り組む。 

 

（パッケージの内容） 

【新】 町村間で連携して行う広域的な取組を支援 …①  

【新】 就農支援による移住促進 …②  

【拡】 木曽地域公共交通活性化協議会による検討  …③  

◇ 地域材利用促進のために木曽の木材の「強み」を広く発信 

◇ 御嶽山ビジターセンターの魅力・発信力の向上、御嶽山火山マイスターの 

育成・活動支援  

①次の事業の中で実施します。 

・市町村の広域連携推進事業 （木曽地域） 

          17,000 千円  
 
②国庫補助事業（農業次世代人材投資事業）を活用し

た就農希望者への支援については、次の事業の中

で実施します。 

・次代の農業を支える担い手支援事業 

1,119,467 千円  

また、就農相談等については、農ある暮らし相談

センターにおいて引き続き対応するとともに、令和４

年度から地域サポーター制度を導入することにより

相談体制を拡充し、相談業務の充実を図ります。 
 
③次の事業の中で実施します。 

・多角連携型モビリティ・ネットワーク形成事業 

738 千円 

・地域公共交通計画策定支援事業   7,000 千円 

・持続可能で最適な地域公共交通システム 

構築事業                   4,775 千円 

企画振興部 

農政部 

環境部 

危機管理部 
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地 域 

振興局 提案項目 提案概要 提案への主な対応 担当 

部局 

北アルプ

ス 

With/After コロナ

時代においても選

ばれる持続可能な

山岳観光地域づく

りの推進 

 世界標準の RE100 リゾートの取組を進め、持続可能な山岳観光地域づくりを推

進する。また、「安心・安全な観光」を確立・発信することで、コロナ時代において

も選ばれる観光地域を目指す。 

 

（パッケージの内容） 

【拡】 広域型 DMO（HAKUBAVALLEY TOURISM）の取組への支援 …① 

・HAKUBAVALLEY 八景観光ルートの策定 等 

【拡】 「北アルプス地域自転車活用推進計画」の普及啓発及び自転車走行 

環境の整備 …② 

◇ 北アルプスの《水と生きる》プロジェクトの推進 等 

①次の事業の中で実施します。 

・HAKUBAVALLEY における観光地域づくり重点 

支援事業                  20,000 千円 

 

②県単独公共事業（地域戦略推進型公共事業等）の

中で実施します。                   

10,000 千円 

観光部 

建設部 

長野 
 「ながの果物語

り」の更なる推進 

「ながの果物語り」の更なる取組によって果樹を軸とした地域活性化を推進す

る。その一環として、管内７市町村で生産される特色豊かな長野地域のワインや

シードルなどの酒類の魅力を発信し、認知度向上や消費拡大を図る。 

 

（パッケージの内容） 

【新】 NAGANO WINE Messe（ナガノワインメッセ）の開催 …①  

◇  ながの地域くだものまるごと商談会の開催 

①次の事業の中で実施します。 

・信州地酒振興事業        

（NAGANO WINE ブランド発信事業） 

6,099 千円 

産業労働部 
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■ 地域の取組が全県的な取組に広がることで、県全体の効果につながる提案 

地域 
振興局 

提案項目 現行事業 提案事業 提案への主な対応 担当 
部局 

長野 

 「2050 ゼロカーボ

ン」の達成に向けた

取組 

（事業内容） 

ゼロカーボンに向けた取組のきっ

かけとして、長野合同庁舎に勤務する

職員などに身近で使える県内木製品

を紹介・斡旋し、併せて木製品を使う

ことの意義等をＰＲするプロジェクト 

 

（成果） 

 身近にある生活用品や事務用品な

どを木製品に替える取組を通じ、職員

のゼロカーボンに向けた取組を促進

するとともに、県産材の利用促進によ

り地域の環境保全や産業振興に寄与

した。 

（提案理由） 

県民や県内企業等が県産材（建材や木製

品等）を活用（消費）しやすい環境づくりを県内

全域で進めるとともに、木材利用や森林整備

がゼロカーボンの推進に繋がる意義等を広

め、「2050 ゼロカーボン」の達成に寄与する。 

 

（事業の概要） 

①消費機会の拡大 

 ＤＩＹユーザーや工務店等誰もが県産材を入

手しやすい（わかりやすい）環境を整備する。

（森林組合や民間事業者なども交えた流通の

仕組みづくりから検討） 

②県産材のＰＲ・情報発信 

 県産材利用事例の紹介やオピニオンリーダ

ーの発掘・活動支援等による情報発信を行う。 

次の事業の中で実施します。 

 

①ウッドチェンジ普及促進支援事業 

               10,000 千円 

県産材製品マッチング支援事業 

（令和３年度１月補正予算計上）              

6,500 千円 

 

②県産材製品コーディネーター配置

事業           3,500 千円 

林務部 
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(２) 現行事業への意見、要望 

 事業の改善・充実を図る意見等 

地域 
振興局 

現行事業名 現行事業の概要 意見・要望の内容 意見・要望への主な対応 担当 
部局 

上田 
「2050 ゼロカーボン」

県民行動促進事業 

2050 ゼロカーボンに向けて、気候変

動を正しく理解する機会を提供し、県民

が一丸となり取り組むための情報発信・

情報共有を図る。 

 

（主な内容） 

・「ゼロカーボンミーティング」の開催 

・国際会議における取組の発信 

・自ら考え行動できる人材の育成 

 

①次世代を担う若者の人材育成のため、教

育現場における環境教育、とりわけゼロカ

ーボンに関する教育の更なる充実、強化

を図る。 

②教職員向けにゼロカーボン研修を行い、

教育現場での活かし方や教育の手法等を

学んでもらう。 

③小中学生向けの副読本は、紙ベースでは

なく、デジタルブックなどＩＣＴの活用を意

識して作成する。 

①SDGsや気候変動への関心が高まって

いることから、次の事業の中で学校講座

の充実に取り組みます。 

・「信州環境カレッジ」事業 

23,537 千円 

 また、ＷＷＬ（ﾜｰﾙﾄﾞ･ﾜｲﾄﾞ･ﾗｰﾆﾝｸﾞ）コ

ンソーシアム構築支援事業の中でも探究

学習のサポーターとして信州環境カレッ

ジ等を紹介します。 

 

②教職員向けの研修については、総合

教育センターの「消費生活・環境の学習

指導のポイントを学ぶ講座」の中で取り

組みます。 

 

③電子化された副読本の活用等を促し、

印刷物の削減に努めます。 

環境部 

教育委員会 

上伊那 
中小規模事業者省

エネ診断事業 

中小規模事業者を対象に、空調やボ

イラー等の設備の設定や使用状況を調

査し、電気代やガス代を節約するため

のアドバイス（専門家派遣）をしている。 

事業者に対し、省エネ診断の普及を図る

ため、省エネ設備に対する助成措置の情報

等と合わせ、関係部局、現地機関の窓口等

を利用して幅広く周知する。 

また、省エネ診断の件数の増加を見据

え、予算を拡大する。 

 

（理由） 

この事業の実績は、平成 30 年度からの累

計で 64 件にとどまっており、周知を強化する

ことにより利用促進が見込まれるため。 

省エネ設備に対する国（環境省・経済

産業省）の助成内容は、省エネ診断実施

時に受診者に情報を提供しています。 

また令和４年度からは、より事業者ニ

ーズに沿った事業となるよう、産業労働

部の「カーボン排出量可視化・削減支援

事業」と連携し、制度の充実を図ります。 

省エネ診断事業については、引き続

き、関連部局や各種団体、金融機関等と

連携し、制度周知を図るとともに、地域振

興局による事業者の掘り起こしなどによ

り、件数の増加を図ります。 

環境部 
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地域 
振興局 

現行事業名 現行事業の概要 意見・要望の内容 意見・要望への主な対応 担当 
部局 

南信州 

みんなで支える里山

整備事業（県民協働

による里山整備）、 

県単独森林整備事

業（間伐対策事業・ 

 「ふるさと信州」森

林リフレッシュ事業） 

荒廃竹林整備や林地侵入竹除去 

 

（参考） 

・過去に同一事業を実施した場合は補

助対象外 

・再生竹の除去を想定した事業内容が

ない 

◇事業メニューの拡充  

・同一箇所で連続した複数年の実施を可と

する。 

・２年目以降の整備（再生竹の除去）に適用

する事業内容を加え、単価区分を設定す

る。 

 

（理由） 

竹林では、一度整備を行っても翌年に発

生する竹（再生竹）を除去しないとすぐに元

に戻ってしまう。竹を絶やす、若しくは疎林と

して維持するためには、同一の箇所で連続

した複数年の整備が必要である。また、再生

竹の除去に適用できる単価の設定が必要で

ある。 

県単独森林整備事業において、令和４

年度から運用等の見直しを検討します。 

・同一箇所で連続した複数年の実施を

可とするよう補助要件の見直し 

・２年目以降の整備に適用する単価区

分の設定 

林務部 

松本 

ふるさと信州寄付金

等活用山岳環境保

全事業 

市町村及び公益的役割を担う山小

屋関係団体が実施する登山道の整備、

維持修繕等に要する経費の補助 

実施主体（山小屋関係団体等）への補助

から山小屋関係団体を構成メンバーとする

北アルプス登山道等維持連絡協議会へ長

野県として参加し負担金を支出する。  

 

（理由） 

登山道整備は、概ね７月～１0 月までの期

間に行うが、申請書類の作成等の手続きが

煩雑なため、補助金を受けるまでに時間を

要し、修繕箇所を速やかに着手出来ない。

その結果、喫緊の課題にもかかわらず、補助

要望が少なく、整備（改修）が進まない。 

山小屋関係団体が行う登山道整備等

への支援については、令和３年度から

「ふるさと信州寄付金等活用山岳環境保

全事業」において支援内容を拡充してい

ます。 

同事業では、早期着手も制度化して

おりますので、活用を検討してください。 

環境部 
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地域 
振興局 

現行事業名 現行事業の概要 意見・要望の内容 意見・要望への主な対応 担当 
部局 

北アルプ

ス 

ふるさと信州寄付金

等活用山岳環境保

全事業補助金 

 登山道等の整備に係る補助 

・市町村：事業費 45/100 以内 

・山小屋関係団体：資材費 10/10 以

内 

・山小屋関係団体：労務費又は請負

工事費 1/2 以内    

山小屋関係団体への補助について、労務

費に係る補助額の引上げ  

 

（理由） 

令和３年の制度改正により労務費が補助対

象となったが、補助額は半日当 9,900 円/人日

の 1/2 以内となっており、実態の 1/4 程度に留

まっている 

現場の実情を踏まえ、引き上げを検討

します。 
環境部 

長野 

新型コロナウイルス

感染症対策に係る

啓発 

住民向けの啓発資材については、

感染拡大状況に応じて、適宜地域振

興局において準備 

拡大のペースが速くなっていることから、平

時において、汎用的に使用できる物品（のぼり

旗や公用車マグネットシート等）については、

交通安全や選挙啓発のように予め全県で一括

して整備した方が、安価で効率的である  

感染予防に係る啓発資材の調達は、

感染の状況に応じて効果的なものとなる

よう適宜変更や工夫が必要と考えてお

り、必要に応じて個別に検討・対応しま

す。 

危機管理部 

長野 

新型コロナウイルス

感染症対策に係る

市町村との情報共

有の仕組み構築 

新型コロナウイルスに関する個別市

町村に係る情報（自宅療養者に係る

情報等）について、毎日、地域振興局

から市町村の担当者に個別にメール

で情報を共有 

 県と市町村との間のみの限定された情報ネッ

トワークを構築し、それぞれの市町村がネット

ワークを介して個別に情報を確認できる仕組

みを構築することが合理的である  

個別市町村に係る情報の共有頻度や

ネットワーク構築に係る費用対効果など

を総合的に勘案して、必要性について

検討します。 

危機管理部 

健康福祉部 

長野 

善光寺御開帳等大

型イベントに係る観

光 PR  

市町村や地域の観光団体と連携

し、令和４年春（４～６月）の善光寺・

御開帳や諏訪・御柱祭等の大型イベ

ントに向けた県内外での観光キャンペ

ーンを予定 

 大型イベントにおける集客力を高め、かつ、

それを一過性のものとせず長期的な効果を得

るために、イベント直前（令和３年度）における

観光ＰＲの強化に加え、イベント期間中や期間

後（令和４年度）においてもＰＲの充実を行う 

 

（理由） 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響によ

り、令和３年度の観光キャンペーンが十分に行

えないおそれがあるため 

令和４年度は催事期間中の県内周遊

を促進させるなど、催事終了後もその効

果を持続できるよう信州キャンペーン実

行委員会を通じて検討します。 

なお、必要予算については、令和３年

度１月補正予算で計上したため、今後、

年度の切れ目なく事業を実施していきま

す。 

観光部 

 

 



- 12 - 

 

 事業対象の拡大を図る意見等 

地域 
振興局 

現行事業名 現行事業の概要 意見・要望の内容 意見・要望への主な対応 担当 
部局 

北信 

県産食材「食べて応

援」地域内消費推進

事業 

売り上げが減少している県産食材

を学校給食に提供するとともに、販売

拠点である直売所等での販路拡大に

取り組む。 

 

（現行内容） 

・県産食材の学校給食への食材提供 

・コロナで影響を受けている県産食材

の新たな販路拡大事業 

・地産地消フェアを開催する直売所・

小売店等 100 施設で対象品目に対

して、１品あたり 1/2 以内・上限 10

万円分を提供 

◇事業の継続、品目の追加  

本事業は新型コロナウイルス感染症拡大に

より令和２年度から実施している事業である

が、コロナウイルス収束後も、地産地消・食育

推進のため、引き続き事業を継続する。 

また、県全体で指定された食材に加え、地

域ごとに選定した食材を追加できる枠を設け

る。 

新型コロナウイルス感染症対応地方創

生臨時交付金を活用した単年度事業の

ため、現行の事業スキームで継続するこ

とは困難です。 

なお、地域食材の学校給食への活用

など、県産農産物の域内消費の取組は、

地域の要望を踏まえながら引き続き取り

組みます。 

農政部 

 

 


